
中越沖地震後の原子炉機器の健全性評価 

中間報告 

平成２０年４月 

有限責任中間法人 日本原子力技術協会 

中越沖地震後の原子炉機器の健全性評価委員会



はじめに 

中越沖地震を被災した柏崎刈羽原子力発電所では、耐震設計グレードの高い安全上重要な 

機器に、外観上の大きな損傷は認められておりません。しかしながら、設計基準を超える地 

震荷重を受けた重要機器の健全性を確認し対策を着実に実施することが、災害に強い発電所 

を再構築していくための必要条件と考えます。また、災害から得られた貴重な教訓を関係者 

が広く共有していくことが、将来の原子力利用を安全に展開していく上での最重要課題のひ 

とつと考えます。 

このため、構造強度・検査・耐震などを専門的分野とする学識経験者と、電力・メーカー 

等の関係者が一同に会し、平成１９年９月末に「中越沖地震後の原子炉機器の健全性評価委 

員会（SANE：Structural Integrity Assessment Committee for Nuclear Components 
damaged by  Earthquake）」が日本原子力技術協会に発足しました。ここでは、地震荷重を 

受けた機器の損傷度を解析的評価と設備点検の両面から調査し、健全性評価に資する判断基 

準を検討することとしております。 

これまでに、委員による柏崎刈羽発電所視察により、建屋内の耐震重要機器と屋外施設の 

損傷状況を確認、設計余裕がどのように寄与したのかを検討し、本委員会の検討事項に反映 

しました。 

検査対象と検査技量の考え方、国内外の規格基準と機器継続使用の考え方、疲労評価を補 

完する材料試験データ収集、地震応答解析の評価、ボルト締結部の検査有効性、溶接残留応 

力緩和の影響など、洗い出された課題を効率的に検討するため、検査、評価基準、疲労・材 

料試験、動的評価、締結部材評価、高経年化の６WG を適宜開催して議論を深めてきました。 

本委員会は平成２０年度も引き続き、様々な技術知見を取入れた合理的な健全性評価のあ 

り方を検討することとしておりますが、平成１９年度の検討状況を中間的な報告として取り 

纏めました。 

最後に、絶大なご助言を賜りました、委員・参加者等、関係各位に深く感謝申し上げます。 

平成２０年４月 

中越沖地震後の原子炉機器の健全性評価委員会 

主査 野 本 敏 治
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１．地震の概要 
１．１ 新潟県中越沖地震の概要 
平成19年7月16日午前10時13分頃、新潟県中越沖において、非常に大きな地震が発生し、
新潟県と長野県で最大震度６強を観測したほか、北陸地方を中心に東北地方から近畿・中

国地方にかけて広い範囲で地震動が観測された（図1-1）。マグニチュードは6.8、震源の深
さは17kmであり、震央距離約16km、震源距離約23kmに位置していた東京電力柏崎刈羽原
子力発電所では4基の原子炉が運転中・起動中、3基の原子炉が定期検査で停止中であった。
地震発生により、大きな地震動を受けたものの、原子炉全7基の基本的機能は概ね維持され、
安全に停止された。 

 

１．２ 柏崎刈羽原子力発電所での観測結果 
 柏崎刈羽原子力発電所の地震計の配置図を図1-2に示す。各号機の原子炉建屋基礎盤上の
観測波（EW）を図1-３に示す。全号機で、顕著なパルス波が認められ、特に、１号機側で
時刻歴の後半に大振幅のパルスが見られる。一方、５号機側では波形後半のパルスが低減

されているのが確認できる。原子炉建屋基礎盤上の最大加速度および設計値を図1-4に示す。
原子炉建屋基礎版上での最大加速度の中で最大のものは、1号機の東西方向で680Galである。
これは、設計値273Galに対し、約2.5倍の加速度に達している。１号機から４号機側では、
設計値に対する加速度が、約2～3.6 倍に対し、５号機から７号機側では、約1.2～1.7倍と
少なくなっている。図1-5に原子炉建屋中間階の観測波（EW）を示す。原子炉建屋中間階
での最大加速度の中で最大のものは、1号機の東西方向で884Galであり、原子炉建屋基礎版
上の値に比べると加速度が増大している。 
また、図1-6に１号機原子炉建屋基礎版上の加速度応答スペクトルを、設計時の基準地震
動（EL CENTRO , TAFT , GOLDEN GATE）と観測記録とで比較したものを示す。観測
記録が設計時の基準地震動を上回っていることが分かる。この傾向は２～７号機全ての号

機にて共通のものである。 
これらのことより、現状で考えられる中越沖地震の柏崎刈羽原子力発電所での観測結果

の特徴は以下のようにすることができる。 
（１） ほぼ全周期帯で設計時の加速度応答を上回っている。 
（２） １～４号機の揺れが５～７号機の揺れより大きく、この相違は後続パルスの振

幅に起因している。 
 
１．３ 柏崎刈羽原子力発電所の状況 
原子炉の未臨界確保に必要な制御棒駆動設備，原子炉の冷却に必要な原子炉冷却系統設

備，原子炉の閉じ込め機能としての原子炉格納容器等，安全上重要な耐震重要度A, Asクラ
スの設備においては，これまでの点検で損傷は確認されていない。また原子炉内について

も全号機で炉内点検を終了し、炉内の機器に影響を与える損傷・変形・脱落などの異常は
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確認されていない。 
 一方、耐震重要度が低い機器を中心とした、発電所施設のうち、変圧器、排気ダクト、

構内道路、事務所等に損傷を確認している。（図1-7、1-8） 
耐震クラス別による損傷状況の例を表1-1に、安全上重要な耐震重要度A, Asクラスの状況
及び炉内点検の状況を添付資料1-1に示す。また、耐震重要度A, Asクラス以外の設備におい
て地震発生後確認された地震に起因する以下の事象の詳細を添付資料1-2に示す。 
（１）火災に係る事象 

・3号機所内変圧器3Bにおける火災 
（２）放射性物質の漏えいに係る事象 

・6号機原子炉建屋内非管理区域への放射性物質を含む水の漏えい 
・７号機主排気筒からの放射性物質の検出 

（３）その他の事象 
・1～5号機主排気ダクトのズレ 
・1～7号機原子炉建屋オペレーティングフロアにおける溢水 
・1号機原子炉複合建屋地下5階における漏えい 
・固体廃棄物貯蔵庫内のドラム缶転倒 
・6号機原子炉建屋天井クレーン走行伝動用継手部の破損 
・変圧器からの絶縁油の漏えいなど 
・3号機原子炉建屋ブローアウトパネルの外れ 
 

添付資料１－１ 耐震重要度A, Asクラスの状況 
添付資料１－２ 地震に起因する主な事象の詳細 
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図1-1 中越沖地震分布 
（気象庁発表資料より） 

図1-2 柏崎刈羽原子力発電所 地震計配置 

0 10 20 30 40 50
時　間 (秒)

1000

0.0

-1000

EW成分 max = 680 Gal

0 10 20 30 40 50
時　間 (秒)

1000

0.0

-1000

EW成分 max = 606 Gal

0 10 20 30 40 50
時　間 (秒)

1000

0.0

-1000

EW成分 max = 384 Gal

0 10 20 30 40 50
時　間 (秒)

1000

0.0

-1000

EW成分 max = 492 Gal

１号機

２号機

３号機

４号機

0 10 20 30 40 50
時　間 (秒)

1000

0.0

-1000

EW成分 max = 442 Gal

0 10 20 30 40 50
時　間 (秒)

1000

0.0

-1000

EW成分 max = 322 Gal

0 10 20 30 40 50
時　間 (秒)

1000

0.0

-1000

EW成分 max = 356 Gal

５号機

６号機

７号機

●680gal

●606gal

●384gal

●492gal

●442gal

●332gal

●356gal

0 10 20 30 40 50
時　間 (秒)

1000

0.0

-1000

EW成分 max = 680 Gal

0 10 20 30 40 50
時　間 (秒)

1000

0.0

-1000

EW成分 max = 606 Gal

0 10 20 30 40 50
時　間 (秒)

1000

0.0

-1000

EW成分 max = 384 Gal

0 10 20 30 40 50
時　間 (秒)

1000

0.0

-1000

EW成分 max = 492 Gal

１号機

２号機

３号機

４号機

0 10 20 30 40 50
時　間 (秒)

1000

0.0

-1000

EW成分 max = 442 Gal

0 10 20 30 40 50
時　間 (秒)

1000

0.0

-1000

EW成分 max = 322 Gal

0 10 20 30 40 50
時　間 (秒)

1000

0.0

-1000

EW成分 max = 356 Gal

５号機

６号機

７号機

●

●384gal

●492gal

●

●

●

606gal

442gal

332gal

356gal356Gal 

442Gal 

332Gal 

492Gal 

384Gal 

606Gal 

●680gal680Gal 

図1-3 原子炉建屋基礎盤上の観測波（EW） 
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1号機 5号機6号機7号機4号機3号機2号機

: 地震計

Gal:cm/s/s

NS EW UD NS EW

Unit1 B5F(Base Mat) 311 680 408 274 273

Unit2 B5F(Base Mat) 304 606 282 167 167

Unit3 B5F(Base Mat) 308 384 311 192 193

Unit4 B5F(Base Mat) 310 492 337 193 194

Unit5 B4F(Base Mat) 277 442 205 249 254

Unit6 B3F(Base Mat) 271 322 488 263 263

Unit7 B3F(Base Mat) 267 356 355 263 263
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図1-4 原子炉建屋 基礎盤上での最大加速度

: 地震計

Gal:cm/s/s

NS EW UD NS EW

Unit1 R/B 1-R1 2F 599 884 394 460 463

Unit2 R/B 2-R1 2F 517 718 412 271 271

Unit3 R/B 3-R1 2F 525 650 518 314 309

Unit4 R/B 4-R1 2F 606 713 548 299 293

Unit5 R/B 5-R1 3F 472 697 331 354 350

Unit6 R/B 6-R1 3F 554 545 578 415 411

Unit7 R/B 7-R1 3F 367 435 464 415 411
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図1-5 原子炉建屋 中間階での最大加速度 
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応答スペクトル：与えられた地震動に対して、いろいろな固有周期を持つ 

            構造物が、それぞれどのように揺れるかを示した図 

 

   図1-6 １号機 原子炉建屋基礎版上の加速度応答スペクトル 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-7 １～４号機および周辺の主な被害状況 
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図 1-8 ５～７号機および周辺の主な被害状況 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

表 1-1 耐震重要度クラス別による損傷状況 
耐震クラス 設備の例 損傷 

 As※1 
・原子炉圧力容器 
・原子炉格納容器 
・制御棒 

無 

A※1 
・非常用炉心冷却系 
・原子炉建屋 

無 

B 
・タービン設備 
・放射性廃棄物処理系 

原子炉建屋天井クレーン走

行伝動用継手部 

C 
・主発電機 
・変圧器 
・所内ボイラー 

所内変圧器 
主排気筒ダクト 
消化系配管など 
 

*1: 2006年に策定された新指針では、ＡｓとＡクラスはＳクラスに統一されている。 
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耐震重要度 A, Asクラスの状況 

点検の結果、 現状、 耐震設計上重要であるA, Asクラスの機器について損傷は認められていない。 

主な設備を以下に示す。 

添付資料 １－１ 

１号機 原子炉建屋給気ダクト １号機 主蒸気隔離弁 

１号機制 御棒駆動系水圧制御ユニット １号機 制御棒駆動機構 

１号機 原子炉冷却材再循環ポンプ １号機 原子炉圧力容器基礎ボルト
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また、各号機の炉内点検においても、原子炉内の機器の機能に影響を与える損傷は認められな 

かった。以下に１号機の炉内点検の状況を示す。
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地震に起因する主な事象の詳細 

A, Asクラス以外の設備において、地震発生後に確認された地震に起因する事象の詳細を 

示す。 

（１）火災に係る事象 

・3 号機所内変圧器 3B における火災 

新潟県中越沖地震直後、3 号機所内変圧器 3B（耐震重要度 C クラス）からの火災が発生 

し、調査の結果、所内変圧器 3B の火災の原因は以下のとおりと推定された。 

・今回の地震により変圧器と周囲の基礎面が沈下した際、沈下量に差が発生し、二次側接 

続母線部ダクトが変圧器側接続部より約 16～18cm 落下して変圧器二次ブッシング端子 

部に接触した。 

・この際の衝撃及び二次側接続母線部側導体の変位による下方向への引っ張りにより変圧 

器二次ブッシング碍管が損傷し漏油を発生した。 

・加えてダクトが落下した際に、ダクトがブッシング端子部と接触し三相地絡・短絡を引 

き起こし、大電流のアーク放電が火種となって変圧器火災が発生した。 

・さらに変圧器二次側と二次側接続母線部ダクトの接続部が損傷開口したため、その部分 

から着火した絶縁油が基礎面上に流出し、延焼した。 

添付資料 1­2 

□：防火壁 

３号機建屋 

接続母線部 
所内変圧器 

接続母線部側の沈下 

二次側ダクト 

変圧器基礎部に対し変圧器 

二次側の接続母線部が沈下 

変圧器基礎部に対し変圧器 

二次側の接続母線部が沈下
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（２）放射性物質の漏えいに係る事象 

・6 号機原子炉建屋内非管理区域への放射性物質を含む水の漏えい 

原子炉建屋 4 階オペレーティングフロア（管理区域）において、放射性物質を含む使用 

済燃料プール水が、地震によるスロッシング（地震動に伴う使用済み燃料プール等の液面 

挙動、揺動）により同フロア床面に溢れ出した。 

同床面へ溢れ出た水は燃料交換機給電ボックスへ流入し、貫通部のシール部の隙間を通 

り電線管の中へ流入した。 

当該電線管へ流入した水は、その一部が原子炉建屋中 3 階（非管理区域）の上部空調ダ 

クト付近から滴下するとともに、原子炉建屋中 3 階（非管理区域）の中継端子盤の床面開 

口部を通じて原子炉建屋 3 階（非管理区域）へ滴下し床面にたまった。 

原子炉建屋 3 階（非管理区域）床面にたまった水は、同床面の排水口を通じて原子炉建 

屋地下 1 階（非管理区域）の非放射性排水収集タンクに流入し、当該タンクのレベル上昇 

を検知して自動的に起動する排水ポンプにより、ポンプ出口配管の接続先である放水口を 

経由して海に放出された。
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・７号機主排気筒からの放射性物質の検出 

週に一回実施している主排気筒の定期測定において、ヨウ素及び粒子状放射性物質（ク 

ロム51、 コバルト60） が検出された。 また、 7月18日の測定においてもヨウ素が検出された。 

原子炉の自動停止後の操作過程において、タービングランド蒸気排風機の停止操作が遅 

れたため、復水器内に滞留していたヨウ素及び粒子状放射性物質が、タービングランド蒸 

気排風機により吸引され、排気筒を経て放出に至ったものと推定された。
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（３）その他の事象 

・1～5 号機主排気ダクトのズレ 

１～５号機で主排気筒に接続されている排気ダクトにズレがあることを確認された。定 

期的に実施している、主排気筒からの放射性物質の測定では、放射性物質は検出されてい 

ない。 

・1～7 号機原子炉建屋オペレーティングフロアにおける溢水 

１～７号機の原子炉建屋オペレーティングフロア（管理区域）の全域にわたり，地震に 

よるスロッシング（地震動に伴う燃料プールの液面変動挙動、揺動）により，放射性物質 

を含む使用済燃料プール水が溢水した。
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・ 1 号機原子炉複合建屋地下 5 階における漏えい 

１号機屋外（地中）にある消火配管が破損し，貫通部を通じて屋外の水が原子炉複合建 

屋（管理区域）へ流入していることが確認された。 

・ 固体廃棄物貯蔵庫内のドラム缶転倒 

固体廃棄物貯蔵庫において，ドラム缶が転倒し，蓋が開いていることが確認された。
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・ 6 号機原子炉建屋天井クレーン走行伝動用継手部の破損 

柏崎刈羽原子力発電所６号機原子炉建屋クレーンの走行伝動用継手の車輪側クロスピン 

が，南側走行装置と北側走行装置の両側で破損していることを確認された。クロスピンは 

４本のピンを有する十字型をしているが，破損したクロスピンのいずれも，対称位置の２ 

本のピンが破損していた。 

また，８月３日に，破損している南側車輪側クロスピンを取り外す作業の一環として電 

動機側カバーを取り外したところ，電動機側クロスピンにも破損が確認された。 

・変圧器からの絶縁油の漏えいなど 

１～３号機の変圧器からの油の漏えい、防油堤のひびなどが確認された。
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・ 3 号機原子炉建屋ブローアウトパネルの外れ 

地震の揺れの影響で，原子炉建屋ブローアウトパネルが外れた。
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２．健全性評価に関する全体方針 
2007 年 7 月 16 日に発生した中越沖地震では、柏崎刈羽原子力発電所の原子炉は安全に 

停止するとともに、耐震設計グレードの高い重要機器では外見上の大きな損傷は認められ 

なかった。しかしながら、観測された地震波は設計時に想定された加速度を大きく上回る 

ものであり、耐震設計グレードの高い重要機器といえども、地震により想定以上の大きな 

荷重が作用した可能性がある。そのため継続使用にあたっては、機器が受けた地震荷重の 

大きさを明らかにするとともに、地震荷重を受けた後の機器健全性評価の方法ならびに健 

全性を判断する基準について検討する必要がある。 
2.1 健全性評価に関する基本的考え方 

本報告書の評価対象とする範囲を図２．１に太枠で示す。原子力発電所のプラント施設 

のうち原子炉冷却材圧力バウンダリを構成する機器・配管本体、その支持部、定着部を健 

全性評価の対象とする。評価対象となる機器・配管としては、圧力容器本体などの容器、 

各系統の配管、また炉内構造物などがある。支持部としては、容器を支える脚部、スカー 

ト、架構、アンカーボルトなどが対象であり、定着部となる埋め込み金物、およびそれら 

を支えるコンクリートについても健全性評価の対象と位置づける。 

健全性評価の手法・手順を図２．１に点線枠で示す。設備健全性の評価は、大別して設 

備点検による評価と地震応答解析による評価に分けられる。設備点検結果と地震応答解析 

結果は独立に評価するものではなく、設備の健全性はそれぞれの評価結果に基づく総合評 

価によって判断される。また評価に資する材料データが不足している場合には、試験によ 

るデータの拡充や実機材の調査・サンプリングによる評価を実施する。 

中越沖地震後の健全性評価として実施する設備点検および地震応答解析と評価の考え方、 

ならびに材料強度に関するデータ拡充の考え方について以下に示す。 
2.1.1 設備点検の考え方 

設備点検は、安全上重要な機器に対しては解析と合わせた健全性を総合的に評価する手 

法、またその他の機器に対しては健全性を評価する主な手法として位置づける。 

設備点検は、各設備に共通的に実施する目視点検・作動試験等の基本点検、および基本 

点検の結果や地震応答解析結果に応じて実施する分解点検・非破壊試験等の追加点検から 

なる。また、追加点検結果の妥当性や機器の健全性等を証明する必要がある場合、実機か 

らのサンプル採取、もしくはモックアップ試験等の実施を検討する。 

設備点検の実施にあたっては、耐震上の重要性、工事計画書も参照して対象設備を選定 

するとともに、関係法令の遵守、技術基準の参照、点検・評価者に必要とされる資格や技 

量なども考慮する。 

また目視点検や寸法測定では検出できない微小ひずみの評価が必要とされる場合には、 

硬さ測定、磁気特性などの材質を評価する手法の適用、あるいは最新の知見を用いた評価 

手法の適用についても検討する。 
2.1.2 評価基準の考え方
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地震応答解析結果に基づく地震荷重を受けた機器の評価では、 現状の状態を評価する 

「発生した地震に対する機器の評価」と継続使用のための「将来発生の可能性がある地震に 

対する機器の評価」がある。さらに「発生した地震に対する機器の評価」として、「現状の健全 

性評価」および「現状の安全性評価」がある。現状の健全性は、地震発生時に「止める」「冷や 

す」「閉じ込める」という機能が達成され，延性破断，塑性崩壊，過大な変形，疲労損傷などの 

地震の力学的因子による損傷モードが構造健全性に影響していないことが評価・確認された 

場合と定義する。また安全性については、地震発生時に「止める」「冷やす」「閉じ込める」とい 

う機能が達成されたこと，解析的評価において地震の損傷モードによる構造健全性への影響 

を否定できないが、著しい機能喪失に至るような塑性変形やひびが発生していないことが確 

認された場合と定義する。 

「現状の健全性評価」の基準は、系の全体的な構造健全性が失われることのないよう 

にする必要がある。このため過大な塑性変形を生ずることはなく、崩壊限界には十分な 

余裕のある基準を設定する。この考え方を満たす基準として「原子力発電所耐震設計技 

術指針 JEAG4601」の許容応力状態ⅢAS がある。また許容応力状態ⅢAS と同等の基準、すな 

わち系の全体的な構造健全性が保たれる基準が、設計・建設規格や ASME 等国内外の設計 

用規格・基準に定められており、許容基準としての適用を検討する。 

現状の安全性は、現状の健全性を確認することにより満足される。 

評価にあたり、応答倍率法による簡易評価に加え、最新の知見の反映、弾塑性挙動を考 

慮した詳細解析の適用についても検討する。また，今回の中越沖地震の評価は「設計段階に 

おける評価（想定地震に対する評価）」とは異なり，経験した荷重をベースにした評価で 

あるため「設計段階における評価」のように不確定に対する裕度（荷重の不確定性に対す 

るマージン等）は必ずしも必要ではない。 

「将来発生の可能性がある地震に対する機器の評価」は，現状の機器の健全性が確認され 

ていることを前提条件とし、将来発生の可能性がある地震に対して、機器の安全性を新しい耐 

震設計指針(Ss)にて確認する必要がある。この評価においては、中越沖地震による影響を考 

慮した上で、機器・配管が損壊しないことを保証する限界まで許容されるものとして評価基準 

を設定する。このような考え方を満たす基準として、「原子力発電所耐震設計技術指針 

JEAG4601」の許容応力状態ⅣAS とともに、 現在審議中の JEAG4601 改訂案や設計・建設規 

格、ASME 等国内外の設計用規格・基準の適用を検討する。 

地震荷重を受けた機器の継続使用にあたっては、「現状の機器の健全性」、「将来発生の 

可能性がある地震に対する安全性」評価結果を基に判断する。 
2.1.3 材料強度評価の方針 

地震荷重を受けた機器の健全性評価に適用される「原子力発電所耐震設計技術指針」 

（JEAG4601）や国内外の設計・建設規格は、設計、建設のための指針、規格として制定された 

ものであり、許容応力などは材料規格に規定された降伏強さや引張強さを基準に決められて 

いる。したがって設計指針や建設規格を適用して地震後機器の健全性評価を実施するため
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には、地震により強度など材料特性に変化が生じていないこと、あるいは地震による疲労損傷 

が設計曲線を用いた疲れ累積係数により評価可能であることが前提となる。 

中越沖地震では、耐震設計グレードの高い安全上の重要機器に外観上の大きな損傷は認 

められていない。しかしながら、健全性評価にあたり、地震荷重が材料の機械的特性に及ぼ 

す影響、特に疲労強度に及ぼす影響について明らかにし、設計指針や建設規格の適用可否 

について検証する必要がある。そこで地震荷重が材料特性に及ぼす影響について従来知見 

を整理するとともに、実機に使用されている鋼種を対象に、実験によるデータの拡充を実施す 

る。 

2.2 想定される損傷モード 

評価対象とする機器について、地震により発生すると想定される損傷モードとしては、延性 

破断、塑性崩壊（大荷重が作用して構造が全断面降伏し、荷重増加を伴わずに変形だけが 

進行するようになった状態）、過大な変形（メカニカルラチェットの発生）、疲労損傷の累積とき 

裂の発生、機器や支持構造物などの座屈が考えれられる。 

各損傷モードに対して、原子力発電所耐震設計技術指針（JEAG 4601）では、以下のよう 

な考え方から損傷防止を図っている。 
a)延性破断 

延性破断は 1 次一般膜応力制限により防止する。許容応力状態ⅢAS では、過大な塑性変 

形を生ずることはなく崩壊限界には十分な余裕がある許容限界を、許容応力状態ⅣAS では 

崩壊限界を許容応力とする。 
b)塑性崩壊 

塑性崩壊は１次膜応力＋曲げ応力の制限により防止する。延性破断同様に、許容応力状 

態ⅢAS では崩壊限界には十分な余裕がある許容限界を、許容応力状態ⅣAS では崩壊限界下 

限を許容応力とする。 
c)過大な変形 

メカニカルラチェットによる塑性ひずみは原則として１次＋２次応力の制限により、そ 

の発生を防止する。許容応力状態ⅢAS、ⅣAS ともに Shakedown 限界を適用する。 
d)疲労 

１次＋２次＋ﾋﾟｰｸ応力の制限により、疲労損傷を防止する。許容応力状態ⅢAS、ⅣAS と 

もに、地震応力の繰返しと他の荷重による繰返しを考慮する疲労解析を行い、疲れ累積係 

数和は 1.0 以下となるようにする。 
e)座屈 

許容応力状態ⅢAS の評価においては、弾性座屈を防止する。また許容応力状態ⅣAS の評 

価においては、原則として座屈を防止するが、座屈による変形が生じても機器の安全機能 

に影響を及ぼさないことが担保される機器においては、塑性変形の発生による応答低減な 

どを考慮することができる。



2­4 

炉内 

取替 

機器 

機器･配管本体 機器・配管の支持部 

（直接支持構造物、 

間接支持構造物） 

定着部 

（間接支持構造物） 

＊コンクリート部を含む 

建物・構築物躯体 

（間接支持構造物） 

支持地盤 

電気品 作動部分 
・軸受 
・摺動部 
・制御棒 
駆動機構 他 

容器･配管及び炉 

内構造物 

等 
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３．地震応答解析方針と７号機の健全性評価結果 

本章は、中越沖地震後の原子炉機器の健全性を評価するために、東京電力株式会社が柏崎刈羽 

原子力発電所７号機の設備について実施した地震応答解析について記す。 

３．１ 地震応答解析方針 

３．１．１ 解析評価対象の選定 

重要度分類クラス１の設備および重要度分類クラス２の設備であって、耐震安全上重要度が高 

い設備（耐震クラスがＡｓ、Ａのものおよびその他動的地震動による耐震評価の対象としている 

もの）について構造強度評価および動的機能維持評価を実施する。 

なお、評価にあたり、下記の観点から解析対象設備を選定する。 

・同一の設備が複数存在する場合は、据付床の床応答等を考慮して保守側評価となるように解 

析対象設備を選定する。 

・配管系のように類似設備が多数存在する場合は、設計時の余裕度（算出値と許容値の余裕度 

等）、仕様、使用条件等を考慮して保守側評価となるように解析対象設備を選定する。 

具体的には、表3-1に示す主要設備に属するポンプ、タービン、容器，熱交換器等の機器、配 

管系、および電気計装設備である。 

また、耐震クラスがＢの設備のうち、燃料取替機および原子炉建屋天井クレーンは、その破損 

がＡｓ、Ａクラス設備に波及的破損を生じさせるおそれがあるため評価を実施する。 

３．１．２ 解析評価方法 

(1)地震応答解析の概要 

本地震に対する設備の地震応答解析は、地震時に観測した水平方向および鉛直方向の地震記録 

を用いた動的解析によることを基本とし、機器・配管系の応答性状を適切に表現できるモデルを 

設定した上で応答解析を行い、 その結果求められた応力値、 または応答加速度をもとに評価する。 

原子炉建屋内の大型機器である原子炉格納容器、原子炉圧力容器および炉内構造物等の評価に 

あたっては、水平地震動と鉛直地震動による建屋・機器連成応答解析を行う。また、それ以外の 

機器・配管系の評価については、当該設備の据付床の水平方向および鉛直方向それぞれの床応答 

を用いた応答解析等を行う。水平地震動と鉛直地震動の応答結果の組合せについては二乗和平方 

根（SRSS）法等により行う。 (1) 

構造強度評価に際しては、 設備の評価部位として、 地震力の影響が大きいと考えられる部位 （固 

定部等）、設計時の評価にて余裕度の小さい部位（算出値が許容値より小さいものの、その差が小 

さい部位）を選定する。 

動的機能維持評価に際しては、地震時に動的機能が要求される動的機器を選定する。また、選 

定した動的機器の据付床における応答加速度と機能確認済加速度との比較を基本として動的機能 

維持評価を行う。
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1) 地震応答解析に用いる建屋応答加速度 

本地震が観測された階（3 階:TMSL+23.5m 及び基礎版上:TMSL-8.2m）については観測記録を用 

い、それ以外の階については、観測記録をもとに建屋応答解析で算出された建屋応答加速度を用 

いる。建屋応答加速度は、総合資源エネルギー調査会原子力安全・保安部会耐震・構造設計小委 

員会にて確認された値を用いる。 

なお、建設時の床応答スペクトルの作成においては、建屋の地震応答の不確かさ（地盤物性、 

建屋剛性、地盤ばね定数の算出式および減衰定数、模擬地震波の位相特性等）を考慮して拡幅が 

行われるが、本評価では、観測記録、または観測記録にもとづく建屋応答解析による応答加速度 

を用いるため拡幅は行わない。 

原子炉建屋各階の床応答スペクトルの例（減衰定数1％）を図3-1(1)～図3-1(16)に示す。 

2) 建屋・機器連成応答解析モデル 

原子炉建屋内の大型機器（原子炉圧力容器，原子炉格納容器および炉内構造物等）は，建屋か 

ら各点で支持されているため，建屋と連成した解析モデルにより新潟県中越沖地震による地震応 

答解析を時刻歴応答解析で実施する。解析は水平方向（NS および EW の両方向）および鉛直方向 

について実施する。 

建屋・機器連成応答解析モデルには，原子炉格納容器‐原子炉圧力容器解析モデルと炉内構造 

物解析モデルがある（図3-2(1)～3-2(3)参照，水平方向についてはNS方向を例として示す）。こ 

れらのモデルのうち機器側については設計時と同一のモデルを用いているが，建屋側については 

下記の見直しが考慮されており，耐震・構造設計小委員会にて確認されている。 

・コンクリートのヤング率の算出に実剛性を適用 

・耐震壁に加え補助壁の剛性も考慮 

3) 地震応答解析に用いる減衰定数 

機器・配管系の地震応答解析に用いる減衰定数を表3-2に示す。原則として「原子力発電所耐 

震設計技術指針JEAG4601-1991追補版」に規定された値を用いるが，既往の試験・検討等で妥当 

性が確認された値も評価に用いる。 (2), (3) 

(2)構造強度評価の方法 

地震応答解析のうち構造強度評価には、 次に示す簡易評価 （応答倍率法による評価）（評価法A）、 

設計時と同等の評価 （評価法B）、 詳細評価 （応力、 ひずみの時刻歴評価が可能な方法）（評価法C） 

の３種類の方法を想定する。これらの内、評価法Bを実施することを基本とするが、余裕度の大 

きな設備については評価法Aの適用も可とする。したがって、評価法AまたはBのみを適用した 

設備については当該方法による算出値を正とし、両方を適用した設備については低い方の算出値 

を正とする。尚、上記の方法に限定せず、規格基準の範囲内で、より詳細な評価方法Cの適用に 

ついても検討する。 

1) 評価法A 

大型機器である原子炉格納容器、原子炉圧力容器および炉内構造物等については、観測記録に
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基づく地震力（加速度、せん断力、モーメント、軸力）と設計時における地震力との比を求め、 

設計時の応力に乗じることにより算出値を求め、評価基準値と比較する。 また、それ以外の機 

器については、本地震の観測記録に基づく床の最大応答加速度と設計時における床の最大応答加 

速度の比、またはそれぞれの床応答スペクトルの比を求め、設計時の応力を乗じることにより算 

出値を求め、評価基準値と比較する。 

2) 評価法B 

設計時と同等の評価を行い算出値を求め、評価基準値と比較する。配管系は、スペクトルモー 

ダル解析法による評価を行い算出値を求め、評価基準値と比較する。運転状態（温度、圧力等） 

については設計と同一の状態を想定した評価を行うものとする。 

3) 評価法C 

応力、ひずみの時刻歴評価が可能な直接時間積分法などの、規格基準の範囲内で詳細解析を行 

う。 

4) 評価基準値 

構造強度評価の評価基準値は，「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-補・1984， 

JEAG4601-1987，JEAG4601-1991 追補版」に規定される許容応力状態ⅢAS における許容応力を用 

いる。 

5) 構造強度評価で用いた条件について 

基本的には設計時と同じ条件を適用しているが，「柏崎刈羽原子力発電所7 号機 新潟県中越沖地 

震後の設備健全性に係る点検・評価計画書」にて必要に応じて考慮するとした条件のうち，構造 

強度評価に適用したものを表-5.2 に示す。 

また，7 号機は地震時において，定格熱出力運転状態から地震加速度大により原子炉自動停止に 

至っている。原子炉自動停止については，設計時に考慮していた機械荷重のうち作用していない 

ものがあり，それらについては本評価に反映した。一方，定格熱出力状態における条件について 

は設計時と同様に考慮した。 

①自動停止における機械荷重 

・制御棒挿入 

⇒制御棒駆動系配管の解析に制御棒挿入による機械荷重を考慮（設計時と同じ） 

・主蒸気逃がし安全弁の吹出しなし 

⇒主蒸気系配管の解析に吹出しによる機械荷重を考慮せず 

・ほう酸水注入なし 

⇒ほう酸水注入系配管の解析にほう酸水注入による機械荷重を考慮せず 

②定格熱出力状態における条件 

・①以外の荷重条件（設備重量，クレーン容量等）⇒設計時と同じ設定 

・運転圧力，運転温度 ⇒設計時と同じ設定
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(3) 疲労評価の方法 

地震による1次+2次応力が厳しくなる設備を選出し、疲労評価を実施する。原子炉圧力容器～ 

原子炉格納容器間の地震時の相対変位による1次+2次応力が厳しくなると想定される設備として 

残留熱除去系配管を評価対象とした。 

1) 疲労評価のためのピーク応力Spの算定方法 

残留熱除去系配管の引き回しレイアウト、剛性、減衰等を模擬した解析モデルに、(1)により 

設定した地震荷重を付与する解析を行って、 配管の各評価点における地震応力の時刻歴を求める。 

本震発生直前の供用状態における他の応力（内圧、自重、機械荷重、熱膨張等）を別途計算し、 

地震応力との和を、当該評価点における「1次＋2次応力」として算出する。最大の「1次＋2次 

応力」を生ずる評価点が疲労評価の対象となる。疲労評価対象となった評価点における「1次＋2 

次応力」に、配管部材の形状・溶接種類に応じた応力係数（K係数）、及び、塑性による応力ひず 

みの再配分に応じた係数（K e 係数）を乗じて、疲労評価のためのピーク応力Spを算定する。 

2) 疲労評価のための繰返し数Neの算定方法（ピーク応力法） 

地震荷重による各評価点のピーク応力は変位量に比例すると想定し、 上記1)で選定した評価点 

における変位応答の時刻歴をピーク応力の時刻歴に変換する。ピーク応力の時刻歴から、地震に 

よる累積疲労損傷Ｆを算出できる。一方、ピーク応力の最大値を保守的な値σ p に設定（本評価に 

おいては150kg/mm 2 ）し、σ p に対する許容繰返し数N 0 を設計疲労線図から求める。N 0 にＦを乗じ 

た値を、応力の各成分（東西、南北、上下）別に計算し、それらの中の最大値を疲労評価のため 

の繰返し数Neとする。 

3) 地震荷重による疲労損傷UFの算定方法 

1)で求めた Spと設計疲労線図より、Spに対する許容繰返し数Nfを求める。2)で求めた Ne を 

Nfで除した値を疲労損傷UFとする。 

4) 評価基準値 

構造強度評価の評価基準値は、「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-補・1984、 

JEAG4601-1987、JEAG4601-1991追補版」に規定される許容応力状態ⅢASにおける許容応力（1次 

＋2次＋ピーク応力）を用いる。 

(4)動的機能維持の評価方法 

動的機能維持に関する評価は、地震観測記録にもとづき評価対象設備の応答加速度を求め、そ 

の加速度が機能確認済加速度以下であることを確認する。なお、機能確認済加速度とは、立形ポ 

ンプ、横形ポンプ、およびポンプ駆動用タービン等、機種ごとに試験あるいは解析により、動的 

機能維持が確認された加速度である。 

機能確認済加速度は、「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601-1991 追補版」に準拠すると 

ともに、試験等で妥当性が確認された値も用いる。 (4) 

制御棒の地震時挿入性（制御棒およびチャンネルボックスの健全性）については、地震観測記
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録にもとづく燃料集合体の相対変位を求め、その相対変位が、試験により挿入性が確認された相 

対変位以下であることを確認する。 （5） 

３．２ ７号機の健全性評価結果と考察 

３．２．１ 構造強度評価結果 

(1) 構造強度評価 

構造強度の評価方法及び評価結果を添付資料3-１に示す。評価対象は大型機器、床置機器、配 

管系に区分されている。これらは，評価対象と建屋の振動の相互作用を考慮する必要の有無、評 

価対象と地震動との共振の可能性の有無等を踏まえた区分であり、各々の特性に適した方法にて 

評価される。 

評価の結果， 機器・配管系に発生する応力は、 添付資料3-１ （大型機器：添付資料3-１の11-15 

頁，床置機器：同20-24頁，配管系：同30-31頁）のとおり、いずれも評価基準値以下であるこ 

とを確認した。 

(2) 疲労評価 

疲労評価の例として、設計時評価において高めの 1 次＋2 次応力が発生した残留熱除去系配管 

の継手（レデューサ）を選定した。新潟県中越沖地震による同部の1次＋2次応力は791MPaとな 

り、1次＋2次応力の基準値3Smを超えるため、設計時の方法に則り、簡易弾塑性解析を適用して 

ピーク応力を求めると1061MPaになる（添付資料3-2の2頁）。一方、地震波の記録データに基づ 

いた本震の等価繰返し数は21回である（同4頁）。 

以上より、残留熱除去系配管の継手（レデューサ）の疲労損傷は 0.1214 となり、評価基準値 

1.0を十分下回った（同5頁）。 

３．２．２ 動的機能維持評価結果 

床置設備（ポンプ等の回転機器）、弁、制御棒の動的機能維持の評価結果を添付資料 3-3 に示 

す。床置設備（ポンプ等の回転機器）及び弁の応答加速度は，いずれも機能確認済加速度以下で 

あることを確認した（添付資料3-3の2-4頁）。制御棒の地震時挿入性については，中越沖地震に 

よる燃料集合体の相対変位が，試験により挿入性が確認された相対変位以下であることを確認し 

た（同5頁）。 

３．２．３ 解析の考察 

(1)配管に生ずる応力への寄与が大きい振動モードについて 

主蒸気系配管と残留熱除去系配管を対象として、配管に生ずる応力への寄与が大きい振動モー 

ドを検討した。主蒸気系配管については、主蒸気逃がし安全弁の管台（分岐管）が振れるモード 

が3次で大きいことから，分岐管と主管の取り合い部で発生する最大応力には3次モードが大き 

く寄与していることが分る。残留熱除去系配管については、「震度×刺激係数」が最も大きくな 

る１次の振動モードにおいて，最大応力が発生している。（添付資料3-4参照） 

(2) 地震応答解析のもつ保守性について
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より現実に近い応答を再現するために下記の検証を行い，本評価における地震応答解析の保守 

性を確認した。 

1) 残留熱除去系配管による検証 

残留熱除去系配管を例に，配管系の解析のもつ余裕度を確認した。配管系解析に用いられるス 

ペクトルモーダル解析法における床応答スペクトル拡幅の有無の影響，水平・上下応答の組合せ 

の影響， さらにはスペクトルモーダル解析法に代えて時刻歴解析にて解析した場合の評価を行い， 

本評価における地震応答解析がもつ保守性を確認した。 

さらに，現実に近い応答を再現するために，規格基準の範疇外ではあるが，現実的な減衰定数 

の想定，材料証明書による許容値の想定を行い，応答を試験的に算出し，解析が十分な保守性を 

もつことを確認した。（添付資料3-5参照） 

2) 原子炉隔離時冷却系ポンプ基礎ボルトによる検証 

設計時および本評価においては，ポンプ基礎ボルトの評価を行うにあたって，水平・上下から 

それぞれ最大震度を取って応力の算出を行っている。現実の状態を適切に再現するために，時々 

刻々の水平（NS，EW）震度と上下震度により基礎ボルトに発生する引張り応力の時系列を評価し 

た結果，設計時および本評価における解析手法は保守的であることを確認した。（添付資料 3-6 

参照） 

(3) 制御棒挿入の時刻歴について 

制御棒の挿入の時刻歴について、添付資料3-7に示す検討を行った。動的機能維持評価におけ 

る燃料集合体に生じる最大相対変位を迎える前に、実際は制御棒全挿入されたことを検証した。 

(4) 解析の考察まとめ 

前述(1)～(3)の検証により，本評価結果は十分な保守性を備えつつ判定基準（ⅢAS）を満足し 

ていると考えられる。 

参考文献 

(1)（財）原子力発電技術機構(2001)：耐震設計高度化調査 原子炉建屋・機器の水平・上下応答 

評価法の調査報告書 

(2)（社）日本電気協会（2006） ：配管系設計用減衰定数適正化に関する検討，第9回機器・配管 

検討会資料 No.9-3-2-2(5)，平成18年5月12日 

(3)（社）日本電気協会（2006）：クレーン類の設計用減衰定数に関する検討，第9回機器・配管 

検討会資料 No.9-3-2-2(5)，平成18年5月12日 

(4)（社）日本電気協会（2006）：水平・鉛直地震動に対する動的機器の地震時機能維持評価法の 

改定案について，第15回機器・配管検討会資料 No.15-4-4-2，平成18年9月11日 

(5) （株） 日立製作所 ： 沸騰水型原子力発電所 ハフニウム型制御棒について （改良型BWR炉心用）， 

ＨＬＲ－０４７ 訂１ 平成12年8月
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表 3­1 柏崎刈羽 7 号機 As，A クラス主要設備一覧 

Ａｓ，Ａクラスの定義 主要設備 

ⅰ 

原子炉冷却材圧力バウンダリを構成す 

る機器・配管系 

・ 原子炉圧力容器 

・ 原子炉冷却材圧力バウンダリに属す 

る系統 ※１ 

ⅱ 
使用済燃料を貯蔵するための施設 ・ 使用済燃料貯蔵設備 

ⅲ 

原子炉の緊急停止のために急激に負の 

反応度を付加するための施設，および 

原子炉の停止状態を維持するための施 

設 

・ 制御棒 

・ 制御棒駆動機構 

・ 制御棒駆動水圧系 

ⅳ 

原子炉停止後，炉心から崩壊熱を除去 

するための施設 

・ 原子炉隔離時冷却系 

・ 高圧炉心注水系 

・ 残留熱除去系 

・ サプレッションプール 

As 

ⅴ 

原子炉冷却材圧力バウンダリ破損事故 

の際に，圧力障壁となり放射性物質の 

拡散を直接防ぐための施設 

・ 原子炉格納容器 

・ 原子炉格納容器バウンダリに属する 

系統 ※２ 

ⅰ 

原子炉冷却材圧力バウンダリ破損事故 

後，炉心から崩壊熱を除去するための 

施設 

・ 高圧炉心注水系 

・ 残留熱除去系 

・ 自動減圧系 

・ サプレッションプール 

ⅱ 

放射性物質の放出を伴うような事故の 

際に，その外部放散を抑制するための 

施設で上記ⅴ以外の施設 

・ 残留熱除去系 

・ 可燃性ガス濃度制御系 

・ 非常用ガス処理系 

・ 原子炉格納容器圧力抑制装置 

・ サプレッションプール 

A 

ⅲ 

その他 ・ 燃料プール水補給設備 

・ ほう酸水注入系 

・ 炉内構造物 

※ １ 主蒸気系，給水系，原子炉冷却材浄化系，残留熱除去系， 

原子炉隔離時冷却系，高圧炉心注水系，ほう酸水注入系 

※ ２ 主蒸気系，復水給水系，原子炉冷却材浄化系，残留熱除去系， 

原子炉隔離時冷却系，高圧炉心注水系，不活性ガス系， 

非常用ガス処理系，可燃性ガス濃度制御系，放射性ドレン移送系， 

ほう酸水注入系
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KK-7 R/B TMSL ＋38.2m（減衰1.0%） 
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建設時静的震度(上下) 

建屋応答解析結果(上下) 

KK-7 R/B TMSL ＋31.7m（減衰1.0%） 
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建設時静的震度(上下) 

建屋応答解析結果(上下) 
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建設時S1(NS,EW包絡) 

建設時S2(NS,EW包絡) 

建屋応答解析結果(NS,EW包絡) 

KK-7 R/B TMSL ＋31.7m （減衰1.0%) 

0.0 

2.0 

4.0 

6.0 

8.0 

10.0 

0.01 0.10 1.00 

周期(秒) 

加
速

度
（

G
）

 

建設時S1(NS,EW包絡) 

建設時S2(NS,EW包絡) 

建屋応答解析結果(NS,EW包絡) 

図 3­1(1) 天井クレーン階（TMSL+38.2m） 

図 3­1 (3) 4 階（TMSL+31.7ｍ） 

KK-7 R/B TMSL ＋23.5m （減衰1.0%) 
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建設時S1(NS,EW包絡) 

建設時S2(NS,EW包絡) 

建屋応答解析結果(NS,EW包絡) 

観測波(NS,EW包絡) 

KK-7 R/B TMSL ＋23.5m（減衰1.0%） 
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建設時静的震度(上下) 

建屋応答解析結果(上下) 

観測波（上下） 

KK-7 R/B TMSL ＋18.1m（減衰1.0%） 
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建設時静的震度(上下) 

建屋応答解析結果(上下) 

KK-7 R/B TMSL ＋18.1m （減衰1.0%) 
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建設時S1(NS,EW包絡) 

建設時S2(NS,EW包絡) 

建屋応答解析結果(NS,EW包絡) 

図 3­1 (5) 3 階（TMSL+23.5 m） 

図 3­1 (7) 2 階（TMSL+18.1 m） 

原子炉建屋水平方向床応答スペクトル 
（NS/EW包絡 減衰1.0%） 

原子炉建屋鉛直方向床応答スペクトル 
（NS/EW包絡 減衰1.0%） 

図 3­1 (2) 天井クレーン階（TMSL+38.2m） 

図 3­1 (4) 4 階（TMSL+31.7ｍ） 

図 3­1 (6) 3 階（TMSL+23.5 m） 

図 3­1 (8) 2 階（TMSL+18.1 m）
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KK-7 R/B TMSL ＋12.3m（減衰1.0%） 
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建設時静的震度(上下) 

建屋応答解析結果(上下) 

KK-7 R/B TMSL ＋4.8m（減衰1.0%） 
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建設時静的震度(上下) 

建屋応答解析結果(上下) 
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建設時S1(NS,EW包絡) 

建設時S2(NS,EW包絡) 

建屋応答解析結果(NS,EW包絡) 

KK-7 R/B TMSL ＋4.8m （減衰1.0%) 
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建設時S1(NS,EW包絡) 

建設時S2(NS,EW包絡) 
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KK-7 R/B TMSL -8.2m （減衰1.0%) 
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建設時S1(NS,EW包絡) 

建設時S2(NS,EW包絡) 

観測波(NS,EW包絡) 

KK-7 R/B TMSL -8.2m（減衰1.0%） 
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建設時静的震度(上下) 

観測波(上下) 

KK-7 R/B TMSL -1.7m（減衰1.0%） 
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建設時静的震度(上下) 

建屋応答解析結果(上下) 

KK-7 R/B TMSL -1.7m （減衰1.0%) 
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建設時S1(NS,EW包絡) 

建設時S2(NS,EW包絡) 

建屋応答解析結果(NS,EW包絡) 

図 3­1 (15) 基礎版上（TMSL－8.2 m） 

原子炉建屋水平方向床応答スペクトル 
（NS/EW包絡 減衰1.0%） 

原子炉建屋鉛直方向床応答スペクトル 
（NS/EW包絡 減衰1.0%） 

図 3­1 (13) 地下2階（TMSL－1.7m） 

図 3­1 (11) 地下 1階（TMSL+4.8 m） 

図 3­1 (9) １階（TMSL+12.3m） 

図 3­1 (16) 基礎版上（TMSL－8.2 m） 

図 3­1 (14) 地下2階（TMSL－1.7m） 

図 3­1 (12) 地下1階（TMSL+4.8 m） 

図 3­1 (10) １階（TMSL+12.3m）
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図 3­2(1) 原子炉格納容器‐原子炉圧力容器解析モデル（水平 NS 方向） 
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図 3­2(2) 炉内構造物解析モデル（水平NS方向） 

図 3­2(3) 炉内構造物解析モデル（鉛直方向） 
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表 3­2 機器・配管系の減衰定数 

対象設備 水平方向 鉛直方向 

溶接構造物 1.0 1.0 
ボルトおよびリベット構造物 2.0 2.0 
ポンプ・ファン等の機械装置 1.0 1.0 
電気盤 4.0 1.0 
燃料集合体 7.0 1.0 
制御棒駆動装置 3.5 1.0 
配管系 0.5～3.0 ※１ 0.5～3.0 ※１ 

燃料取扱装置 1.5～2.0 ※１ 1.5～2.0 ※１ 

天井クレーン 2.0 ※１ 2.0 ※１ 

※１ 試験・検討にて妥当性が確認された値。参考文献(2)(3)参照。また配管系の減衰定 

数の詳細を表3-3に示す。 

表 3­3 配管系減衰定数 

減衰定数(%) ※２ 

配管区分 
保温材有 保温材無 

Ⅰ スナバ及び架構レストレイント支持主体の配管系で，その支持具 

（スナバ又は架構レストレイント）の数が4個以上のもの 
3.0（2.5） 2.0 

Ⅱ スナバ，架構レストレイント，ロッドレストレイント，ハンガ等を 

有する配管系で， アンカ及びUボルトを除いた支持具の数が4個以 

上であり，配管区分Ⅰに属さないもの 

2.0（1.5） 1.0 

Ⅲ Uボルトを有する配管系で，架構で水平配管の自重を受けるUボル 

トの数が4個以上のもの 
3.0 2.0 

Ⅳ 配管区分Ⅰ，ⅡおよびⅢに属さないもの 1.5（1.0） 0.5 

※２ 「原子力発電所耐震設計技術指針JEAG4601-1991追補版」から変更した箇所を下線 

で示す。変更後の値は、配管系設計用減衰定数適正化に関する検討、第9回機器・ 

配管検討会資料 No.9-3-2-2(5)の値を使用した。また，変更前の値を括弧内に示 

す。変更内容は下記の２点。 

l無機多孔質保温材の付加減衰定数を0.5％から1.0％に変更。ただし，金属保 

温が混在する場合は，配管全長に対する金属保温材の割合が40％以下の場 

合に限り1.0％の付加減衰を適用できる。 

l配管自重を受けるＵボルト支持具を４個以上有する配管系に対しては， 減衰定 

数を2.0％に設定。
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配管に生ずる応力への寄与が大きい振動モードについて 

１．主蒸気系配管 

主蒸気系配管の 10次モードまでの固有周期， 震度 （床応答スペクトルより読み取った値）， 

刺激係数，および震度×刺激係数の値を表 1 に示す。「震度×刺激係数」が比較的大きくな 

るモードが 3 次と 6 次である。一方，固有モードを図 2～6 に示すが，主蒸気逃がし安全弁 

の管台（分岐管）が振れるモードが 3 次で大きいことを考慮すれば，分岐管と主管の取り 

合い部で発生する最大応力には 3 次モードが大きく寄与していることが分る。 

２．残留熱除去系配管 

残留熱除去系配管の 10 次モードまでの固有周期，震度，刺激係数，および震度×刺激係 

数の値を表 2 に示す。固有モードを図 8～10 に示すが，最大応力発生点での振れが大きく 

なる固有モードは 1 次と 2 次である。一方，「震度×刺激係数」が最も大きくなるモードが 
1次であることを考慮すれば， 最大応力に大きく寄与するモードは1次であると考えられる。 

添付資料3-4
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表 1．主蒸気系配管の固有周期，震度，刺激係数 

震度 刺激係数 震度×刺激係数 

水平 水平 水平 モード 

固有 

周期 

(ｓ) NS EW 
上下 

NS EW 
上下 

NS EW 
上下 

1 0.171 0.67 0.6 1.58 0.033 0.118 0.15 0.022 0.071 0.237 

2 0.128 1.19 0.81 1.24 0.041 0.295 0.015 0.049 0.239 0.019 

3 0.11 2.25 1.36 0.91 0.558 1.16 0.241 1.256 1.578 0.219 

4 0.103 3.05 1.45 1 0.234 0.242 0.061 0.714 0.351 0.061 

5 0.101 3.27 1.68 0.95 0.164 0.121 0.051 0.536 0.203 0.048 

6 0.094 3.36 2.41 1.01 0.251 0.395 1.134 0.843 0.952 1.145 

7 0.083 2.1 2.42 1.09 0.052 0.038 0.116 0.109 0.092 0.126 

8 0.083 2.03 2.33 1.12 0.228 0.069 0.681 0.463 0.161 0.763 

9 0.079 1.75 1.87 1.23 0.204 0.059 0.082 0.357 0.110 0.101 

10 0.078 1.76 1.84 1.21 0.504 0.016 0.599 0.887 0.029 0.725 

・ 

・ 

・

23 0.054 0.92 0.72 3.24 0.133 0.2 0.573 0.122 0.144 1.857 

24 0.054 0.92 0.72 3.26 0.003 0 0.133 0.003 0 0.434 

・ 

・ 

図 1．主蒸気系配管解析に用いる床応答スペクトル 
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1 次モード 

２次モード 

図 2．主蒸気系配管 1 次モード 

図 3．主蒸気系配管 2 次モード
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３次モード 

６次モード 

主管 

分岐管 

最大応力発 

生点 

主蒸気隔離弁 

主 蒸 気 逃 が 

し安全弁 

原子炉圧力 

容器 

原子炉格納 

容器貫通部 

図 4．主蒸気系配管 3 次モード 

図 5．主蒸気系配管 6 次モード
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23 次モード 

図 6．主蒸気系配管 23 次モード
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表 2．残留熱除去系配管の固有周期，震度，刺激係数 

震度 刺激係数 震度×刺激係数 

水平 水平 水平 モード 

固有 

周期 

(ｓ) NS EW 
上下 

NS EW 
上下 

NS EW 
上下 

1 0.209 0.61 0.66 1.07 0.317 0.233 0.749 0.193 0.154 0.801 

2 0.167 0.62 0.64 1.53 0.166 0.035 0.256 0.103 0.022 0.392 

3 0.157 0.65 0.66 1.28 0.122 0.041 0.05 0.079 0.027 0.064 

4 0.154 0.69 0.69 1.19 0.31 0 0.4 0.214 0.000 0.476 

5 0.123 0.91 0.8 1.38 0.101 0.113 0.13 0.092 0.090 0.179 

6 0.117 1.3 0.81 0.89 0.092 0 0.155 0.120 0.000 0.138 

7 0.112 1.41 0.92 0.87 0.092 0.136 0.124 0.130 0.125 0.108 

8 0.11 1.36 0.9 0.87 0.02 0.428 0.312 0.027 0.385 0.271 

9 0.106 1.49 0.84 0.94 0.109 0.136 0.153 0.162 0.114 0.144 

10 0.094 1.48 1.16 0.97 0.344 0.065 0.274 0.509 0.075 0.266 

・ 

・ 

・

24 0.055 0.5 0.52 2.63 0.038 0.11 0.057 0.019 0.057 0.150 

25 0.054 0.53 0.53 2.69 0.116 0.023 0.229 0.061 0.012 0.616 

26 0.053 0.54 0.53 2.71 0.129 0.137 0.118 0.070 0.073 0.320 

・ 

図 7．残留熱除去系配管解析に用いる床応答スペクトル 

K7残留熱除去系配管　床応答スペクトル 
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1次モード 

2次モード 

3次モード 

最大応力発 

生点 

図 8．残留熱除去系配管 1 次モード 

図 9．残留熱除去系配管 2 次モード 

図 10．残留熱除去系配管 3 次モード
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制御棒挿入の時刻歴について 

１．地震時の制御棒挿入メカニズムについて 

地震時には、設置されている地震加速度計が「地震加速度大」の信号を発することに 

より原子炉はスクラムする。スクラム信号によりスクラムパイロット弁のソレノイドを 

消磁し、スクラム弁アクチュエータ内の空気圧を排気、消失させることによりスクラム 

弁を開弁し、アキュムレータに蓄圧されている高圧水をスクラムラインから制御棒駆動 

機構に急速に導き、制御棒が炉心に規定時間 ※ 内に挿入される。なお、スクラム信号が発 

生した場合、中央制御室のプロセス計算機打ち出しに記録される。 

※ 7 号機規定時間 60%ストローク：1.44 秒 
100%（全挿入）ストローク：2.80 秒 

図１ 地震による原子炉自動スクラム、制御棒挿入の概要 

新潟県中越沖地震（以下本震という）発生前後のプラント状況は、表１に示すとおり 

で、起動中の 2 号機および運転中の 3、4、7 号機は自動スクラムし、制御棒が挿入され 

たことを中央制御室のプロセス計算機の打ち出しにて確認している。 

地震計 

地震発生 

地震計 

地震加速度大 

原子炉自動スクラム 
原子炉格納容器 

原子炉圧力容器 

制御棒駆動機構 

スクラム弁「開」 

アキュムレータ 制御棒駆動水ポンプ 

挿入 

（１）信号発生の流れ （２）制御棒挿入の仕組み 

水圧制御ユニット 

スクラムパイロット弁「消磁」 

添付資料3-7
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表１ 当地震発生前後のプラントの状況および制御棒の挿入状況 

プラントの状況 

地震発生前 地震発生後 
制御棒の挿入状況 

1 号機 定検停止中 ← － 
2 号機 起動中（未臨界） 自動スクラム 0.905～0.955 秒（75%） < 1.62 秒（設計値） 
3 号機 定格熱出力一定運転 自動スクラム スクラム時間記録計が故障（制御棒全挿入は確認） 
4 号機 定格熱出力一定運転 自動スクラム スクラム時間記録計が故障（制御棒全挿入は確認） 
5 号機 定検停止中 ← － 
6 号機 定検停止中 ← － 
7 号機 定格熱出力一定運転 自動スクラム 0.714～0.807 秒（60%） < 1.44 秒（設計値） 

２．制御棒挿入時刻と解析との関係について 

（１）制御棒挿入時刻と地震加速度時刻歴の比較 

地震計の絶対時刻が明確でないため、地震加速度時刻歴と制御棒挿入時刻との厳密な 

比較はできないが、中央制御室で打ち出されたデータを基に制御棒が実際に挿入された 

タイミングの検討を実施した。 

①加速度時刻歴波形における「地震加速度大」信号の発生点 
7 号機においては、中央制御室のプロセス計算機の打ち出し記録から、当地震の上下方 

向観測加速度が 100Gal 程度に達した時刻に「地震加速度大」を発したと判断する。「地 

震加速度大」 の時刻を図３の原子炉建屋基礎版上の加速度時刻歴に赤線で示す。 これは、 

地震が始まってから約 1.2 秒程度である。 

図２ 7 号機原子炉建屋基礎版上の加速度時刻歴波形（上下方向） 

②加速度時刻歴波形における制御棒全挿入した点 

中央制御室のプロセス計算機の打ち出しデータから（表２）、「地震加速度大」信号発 

生から制御棒全挿入までに要した時間は約 2 秒である。このことから、①で仮定した「地 

震加速度大」の時刻に 2 秒加えた時刻を制御棒全挿入の時刻と判断する。制御棒全挿入 
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①「地震加速度大」発生



添付 3­7­3 

の時刻を図３の影響評価による燃料集合体の変位時刻歴に緑線で示す。 

表２ 7 号機におけるプロセス計算機の打ち出しデータ（抜粋） 

発生信号 時刻 

地震加速度大 10 時 13 分 28 秒 

制御棒全挿入 10 時 13 分 30 秒 

図３ ７号機影響評価による燃料集合体の変位時刻歴波形 

表３ 7 号機影響評価における燃料集合体相対変位 

相対変位(mm) 
確認対象 

算出値 機能確認済相対変位 

制御棒挿入性 7.1mm 40mm 

図３によると、燃料集合体が最大相対変位を生じる時刻よりも前に制御棒は挿入され 

ており、余裕を持った評価となっている。 

（３）制御棒の実際の挙動と解析結果のまとめ 

・ 動的機能維持評価における燃料集合体に生じる最大相対変位を迎える前に、実際は 

制御棒全挿入した。 
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①「地震加速度大」発生



4.1­1 

４．点検・検査の方針 

４．１．点検・検査に関する基本的な考え方 

地震荷重を受けた機器の点検・検査（設備点検）は、地震応答解析と共に、機器の健全性評価 

方法の一つとして位置づけられる。 

設備点検は、設備の運転状態を踏まえ、設備の損傷の有無、損傷の程度の確認を行う事を目的 

として、各設備に共通的に実施する目視点検、作動試験等の『基本点検』、および基本点検の結 

果や地震応答解析結果等に応じて実施する分解点検、非破壊試験等の『追加点検』からなる。 

本報告書では、設備点検の対象を電気事業法に基づく事業用電気工作物の工事計画書に記載の 

ある静的機器、支持構造物を主とし、損傷モードに対応した基本点検、及び追加点検手法を提案 

する。特に追加点検については、想定される損傷モードとして『変形』と『割れ』をあげ、それ 

ぞれに対する点検方法を提案する。また、設備点検実施にあたり遵守すべき関係法令、基準を明 

記するとともに、点検・評価者に必要とされる資格、力量について言及する。さらに、地震によ 

る損傷部位を的確に予測し、設備点検に反映できる点検体制についても提案を行う。 

地震の影響評価においては、局所的な微小ひずみの評価が要求される場合も想定される。この 

ような微小ひずみの評価は、いわゆる『変形』の測定では測定精度が不十分であり、金相的な評 

価や硬さ測定、さらには電磁気的な特性の評価などによる最新の手法の適用も検討する必要があ 

る。本報告書では、微小ひずみの測定方法について、実プラントでの作業性も含めた各手法の適 

用性評価を実施し、その結果について記載するとともに、ラボ試験による微小ひずみの検出結果 

も記載し、実機における微小ひずみ検出方法に関する提案を行なう。 

また点検検査結果の妥当性、機器の健全性を実証するためには、実機からのサンプル採取によ 

る評価やモックアップによるデモンストレーションが有効である。そこで本報告書では、実機サ 

ンプル調査、モックアップによる評価に対する考え方も提示する。なお、サンプル調査の一環と 

して、ひび（応力腐食割れ）がある状態で運転を継続していた配管に対する地震影響調査の考え 

方も示す。



4.2­1 

４．２． 設備点検 

４．２．１．基本的考え方 

設備点検は、安全上重要な機器に対しては解析と合わせた健全性を総合的に評価する手法、ま 

たその他の機器に対しては健全性を評価する主な手法として位置づけられる。 

設備点検は、各設備に共通的に実施する目視点検・作動試験等の基本点検、および基本点検の 

結果や地震応答解析結果等に応じて実施する分解点検・非破壊試験等の追加点検からなる。その 

実施については以下のとおりとする。 

• 原子炉安全上重要な設備は、基本点検とあわせて地震応答解析を実施する。さらに、基 

本点検において異常が確認された設備、 および地震応答解析結果において評価基準を満 

足しない設備については追加点検を実施する。 

• その他の設備は、設備点検を主体に実施し、基本点検において異常が確認された設備に 

対し追加点検を実施する。 

また、追加点検結果の妥当性、機器の健全性等を証明する必要がある場合、実機からのサンプ 

ル採取、もしくはモックアップ試験等の実施を検討する。 

４．２．２．点検対象設備 

電気事業法にもとづく事業用電気工作物の工事計画書に記載のある静的機器（炉内構造物を含 

む）、支持構造物を主とする。また、耐震上、考慮している支持構造物等については、工事計画 

書に記載がない場合も点検対象とする。 

なお、以下の場合は、代表設備または代表部位による点検を実施しても良い。 

• 同一の設備が複数存在する場合。 

• 配管系等、類似設備が多数存在する場合。 

（代表部位の選定においては、 設計時の余裕度 （算出値と許容値の余裕度等）、 仕様、 

使用条件等を考慮すること） 

４．２．３．関係法令 

設備点検の実施は、以下の規定に基づき実施する。これらの規定は、最新版（追補を含む）を 

適用する。 

・「日本電気協会 原子力発電所における安全のための品質保証規程(JEAC4111)」 

・「日本電気協会 保守管理規程(JEAC4209)」 

また、点検・評価にあたっては、以下の法令・規格基準等を参照すること。これらの参照法令・ 

規格基準等は最新版（追補を含む）を適用する。 

・電気事業法 

・電気工作物の溶接に関する技術基準を定める省令 

・電気設備に関する技術基準を定める省令 

・発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令 

・発電用原子力設備に関する構造等の技術基準 

・日本工業規格（JIS）
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・電気学会電気規格調査会規格（JEC） 

・日本電機工業会規格（JEM） 

・日本電気協会電気技術規程（JEAC） 

・日本機械学会発電用原子力設備規格 維持規格 

・発電用軽水型原子炉施設の安全機能の重要度分類に関する審査指針 

・日本電気協会軽水型原子力発電所の運転保守指針（JEAG4803） 

・発電用原子炉施設に関する耐震設計審査指針 

・日本電気協会原子力発電所耐震設計技術指針（JEAG4601） 等 

４．２．４．点検方法策定にあたっての基本的考え方 

点検方法の策定にあたっては、以下を考慮して策定する。 

①各設備の種類、設置方法等から地震時に想定される損傷の形態を分析し、点検手法に反 

映させること。 

②現場における点検によって十分に健全性が証明できないと考えられる場合は、適宜サン 

プル採取、モックアップ試験等の実施を検討すること。 

③作業員被ばく低減、人身安全等の観点から点検が困難な場合は、合理的な点検を策定す 

ること。 

４．２．５． 地震により想定される損傷形態 

各設備が地震荷重を受けたことよって発生する損傷として、部材の変形・破断・割れの発生、 

締結部のガタ・はずれ、保温材の変形・はく離、塗装のはく離などを想定する。 

４．２．６．点検方法の策定 
(1) 各機種における点検方法 

各設備が地震を受けたことを考慮し、地震の影響が及ぶ可能性のある部位に着目した点検を行 

う。その際、機種ごとに要求機能の整理と、各部位への地震による損傷要因の想定を行ったうえ 

で、要求機能の喪失に至る各部位の損傷形態を整理し、それぞれの損傷形態に応じた点検手法を 

選定する。 

基本点検、追加点検の概要を整理して下記に示す。 

a. 静的機器（炉内構造物を含む） 

配管、熱交換器等には耐圧、強度等の機能が要求されており、地震力による変形、割れ 

等の発生が想定される。これらの機能の確認には、外観の確認や通水状態における漏えい 

試験等が有効である。 

１）基本点検：目視点検、漏えい試験を主体 

２）追加点検：非破壊試験、塑性ひずみ測定、寸法測定等 

b. 支持構造物等 

耐震上、 考慮している支持構造物等は、 主に機器基礎部、 支持脚、 静的レストレイント、
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動的レストレイント等から構成され、 これらには、 構造、 強度等の機能が要求されている。 

地震力により支持構造物本体の変形等やコンクリート定着部等の損傷 （基礎ボルトの損傷、 

コンクリートの割れ等）が想定されるが、これらの確認には、変形や移動痕等に対する外 

観上の確認、及び打診点検が有効である。 

１）基本点検：目視点検、打診点検 

２）追加点検：非破壊試験、表面検査等 

なお、動的レストレイントについては走行試験もしくは分解点検を行う。基礎ボルトな 

どボルト締結部の点検にあたっては、変形、破損を確認するとともに必要に応じトルク確 

認などによりゆるみが発生していないことを確認する。また評価対象部の選定にあたって 

は、せん断力を受ける部位では緩みの点検、引張応力が高い部位では非破壊試験による点 

検を考慮すること。 

c. その他 

• 基本点検の実施が困難な設備は、当該設備の追加点検、類似仕様の他設備の基本点検 

または追加点検結果、ないしは地震応答解析結果等を以って代替点検としても良い。 

• 確認されている設備の損傷その他の不具合事例を踏まえ、適切な点検手法を策定する 

こと。 

(2) 目視点検の実施 

目視点検では、「４．２．５．.地震により想定される損傷形態」に上げる損傷事象に対し、 

確認を行う。 

(3) 追加点検の実施 

追加点検の実施にあたっては、アクセス上の制約や被ばくなどを考慮してその実施方法を検 

討する。なお、追加点検の考え方を４．２．７．に示す。 

(4) 評価方法 

設備点検の手順および判定基準は、 保守点検等において用いられる規格・指針等 （表­表­4.2­1 
参照）を準用して策定するが、準用が困難である場合には技術的に妥当であると確認されたも 

のを採用するなど、各点検対象設備ごとに手順および判定基準を適切に策定しても良い。
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表­4.2­1 各点検・評価方法の判定基準例一覧 

点検手法 手順および判定基準 

目視点検 ・日本機械学会発電用原子力設備規格 維持規格 ＶＴ－３ 

・JIS Z 3090 溶接継手の外観検査方法 

・NDIS 3414 目視試験方法 

・NDIS 3415 設備および装置の点検方法 等 

漏えい試験 ・日本機械学会発電用原子力設備規格 維持規格 ＶＴ－２ 等 

作動試験 ・定例試験実施時の値 

・定期事業者検査等の機能・性能試験における手順および判定基準 

・軽水型原子力発電所の運転保守指針（JEAC4803） 等 

機能確認試験 ・定期事業者検査等の機能・性能試験における手順および判定基準 等 

分解点検 ・定期事業者検査等の分解検査における手順および判定基準 等 

(5) 実施者・評価者の技量・力量 

点検、検査を実施・評価する者は表­4.2­2に示す技量、力量を有する者とする。 

表­4.2­2 点検、検査の実施・評価者に要求される技量、力量 

点検方法 技量、力量 

目視点検 • NDIS 3413 「非破壊試験技術者の視力及び色覚の試験方法」にて準用される、JIS 
Z 2305「非破壊試験－技術者の資格及び認証」にて非破壊試験員に要求される近方 

視力の確認を行う等、視力に問題のない者とする。 

• 業務経験年数、社内認証、教育・訓練受講履歴等、適切な力量を有する者とする。 

非破壊試験 実施する非破壊試験に対して、以下の資格、技量を有すること 

• NDIS 0601「非破壊試験技術者技量認定規定」2種以上 

• JIS Z2305「非破壊試験－技術者の資格及び認証」レベル２以上 

• 上記資格と同等の技量を有すること 

(6) 体制 

地震によって影響を受け破損しやすい箇所等を把握可能な設計者に意見を求めることが可能 

な体制とすることが望ましい。 

４．２．７．追加点検の考え方 

追加点検は、基本点検において異常が確認された設備、および地震応答解析結果において評 

価基準を満足しない設備に対して行う。地震応答解析結果において評価基準に対する裕度が少 

ない設備には、追加点検の実施を検討する。なお追加点検として地震による塑性ひずみの発生 

の有無をサンプル的に確認する。また、地震の影響を確認する目的で、サンプル調査として追 

加点検を実施する。 

追加点検において考慮すべき損傷は、変形・割れであり、それぞれの考え方は以下の通りと
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する。 なお、 疲れ累積係数が 1を超える様な疲労による損傷が発生する可能性がある部位では、 

変形の有無に限らす、割れに対する追加点検を実施する。 

(1) 変形 

変形に対しては、詳細な目視点検、塑性ひずみ測定を実施する。また実施にあたっては、検 

査者の技量、力量、規格を勘案すること。有意な変形が検出された箇所は、硬さ・寸法測定、 

割れに対する非破壊試験を実施する。 

地震により生じた変形量、ひずみの評価を行う場合、硬さ測定結果あるいは最新の技術を用 

いた測定結果により実施しても良い。測定された結果は、材料試験結果等と比較し、疲労強度 

などへの影響を評価する。 

(2) 割れ 
a. 表面検査 

表面検査が実施可能な場合は、目視点検、浸透探傷試験等の表面検査を実施する。 
b. 体積検査 

表面検査が実施できない部位、内部の検査を必要とする部位、あるいは内部欠陥の有無 

を確認する部位では、超音波探傷試験など体積検査による検査を実施する。 
c. サイジング 

体積検査の結果、割れ等の欠陥が検出された部位については、サイジングを行い、欠陥 

の大きさを定量化する。 

(3) 機能に及ぼす影響 

変形、割れが機能に及ぼす影響の評価を行う。機能に影響がある場合には補修、補強、取替 

などの対策を検討する。機能に影響が無いと判断された場合は検出された割れに対する維持基 

準を適用した評価について検討する。 

(4) 機能確認試験 

詳細な目視点検、非破壊試験が不可能な部位等については、解析による評価とあわせて、耐 

圧・漏えい試験などによる機能確認試験により健全性を評価する。 

(5) 塑性ひずみ検出方法の考え方 

地震荷重が加わったことにより、部材の破断延性の低下や疲労強度の低下が生じる可能性が 

ある。また局所的な変形や表面近傍のみの降伏、交番荷重により変形が復元している場合など 

変形の検出し難く、目視点検では損傷（変形）が検出できない可能性もある。このため、各材 

質に対する塑性ひずみを検出する検査手法の調査・検討を行う。 

また、目視点検で評価不可能な微小変形を評価する必要がある場合には、上記検査手法の適 

用を検討する。



4.3­1 

４．３ 検査手法 

追加点検では、目視点検、浸透探傷試験、基礎ボルトのトルク確認試験、超音波探傷試験及び 

塑性ひずみ測定が行なわれる。 そのうち、 塑性ひずみ測定と基礎ボルトの超音波探傷試験 （以下、 

基礎ボルトＵＴと略す。）については、現場での適用性を検討する必要があるため、手法候補の選 

定、性能・特性調査及び判定方法・基準の検討を行なった。 

4.3.1 塑性ひずみ測定 

4.3.1.1 塑性ひずみ測定法（候補）の調査 

地震による機器の塑性変形を受けた履歴を原子力発電所内で据付状態のままで評価する方 

法として、次の方法が考えられる。 

・ 材料表面の硬さから塑性ひずみを評価する方法 

・ 材料表面の組織変化から塑性ひずみを評価する方法 

・ 材料表面の相変態から塑性ひずみを評価する方法 

・ 材料表面の応力状態等から塑性ひずみを評価する方法 

(1) 材料表面の硬さから塑性ひずみを評価する方法 

地震により塑性変形を受けた場合、塑性変形により生じる加工硬化を検出することにより、 

塑性変形を受けた履歴の有無を推定できる可能性がある。材料表面の加工硬化を検出する手法 

として、反発式硬さ計、ポータブルビッカース硬さ計および超音波硬さ計などがある。 

(2) 材料表面の組織変化から塑性ひずみを評価する方法 

地震により塑性変形を受けた場合、塑性変形により発生するリューダース帯やすべり線を観 

察することにより、塑性変形を受けた履歴の有無を推定できる可能性がある。リューダース帯 

の観察は、目視で可能であるが、地震時の表面が鏡面状態であることが前提となる。また、す 

べり線の観察は、地震後の試験部表面を鏡面に仕上げ、エッチングを行い、ポータブルタイプ 

の光学顕微鏡を用いて直接観察する方法と、試験部表面をレプリカに転写し、実験室の光学顕 

微鏡や走査型電子顕微鏡を用いて観察を行なう方法がある。更に、塑性ひずみによりエッチン 

グ速度が変化する特徴を利用し、エッチングの色調を観察する方法がある。 

(3) 材料表面の相変態から塑性ひずみを評価する方法 

地震により塑性変形を受けた場合、塑性変形で発生するマルテンサイト変態を検出すること 

で塑性変形を受けた履歴の有無を推定できる可能性がある。材料表面の相変態を検出する手法 

として、フェライト測定法、渦電流探傷試験及びＸ線回折法などがある。 

(4) 材料表面の応力状態等から塑性ひずみを評価する方法 

地震により塑性変形を受けた場合、材料表面の格子定数、磁気的特性あるいは超音波伝播特 

性などが変化する可能性があり、これらの特性の変化を検出することで塑性変形を受けた履歴 

の有無を推定できる可能性がある。材料表面の格子定数を測定する方法として、ポータブルタ
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イプのＸ線回折装置を用いたＸ線回折法がある。また、材料表面の磁気的特性あるいは超音波 

伝播特性などの変化を検出する方法として、磁歪法、バルクハウゼンノイズ法及び音速比法な 

どの方法がある。 

4.3.1.2 塑性ひずみ測定法（候補）の選定 

評価対象となる塑性ひずみ測定法の候補選定では、製品レベル、現場作業性をもとに検討を 

行い、以下の測定法を選定した。 

・硬さ測定 

・表面金相 

・マルテンサイト検出 

・音速比法 

・磁歪法 

・バルクハウゼンノイズ法 

これらの方法に対して検出限界、測定範囲、測定精度および材料間のバラツキについて評価を 

行うために、以下の特性を試験により確認した。 

・材料、測定位置の影響 

・信号等と応力状態との相関 

・信号等と塑性ひずみとの相関 

・信号等と塑性ひずみとの相関に及ぼす応力状態の影響 

4.3.1.3 総合検討結果 

試験結果に基づく適用性検討結果の纏めを、表4.3.1－1に示す。 

塑性ひずみの発生有無の調査には、表面硬さ測定と垂直法による音速比測定法が有効と 

考えられる。しかし、音速比法は板厚平均の塑性ひずみを検出する手法と考えられること 

から、板厚方向に引張と圧縮の変形が混在するような曲げ変形モードにおける塑性ひずみ 

検出には適さない等の課題が残る。 従って、 現地における地震による塑性ひずみ測定には、 

材料表面の加工硬化の検出及び定量測定に適したポータブルビッカース硬さ計を用いた調 

査を基本とし、そのほかの硬さ測定法や音速比法の補助的手法による測定結果との組み合 

わせにより総合的な判定を行なう。
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4.3.1-1 現地における塑性ひずみの発生有無の調査への適用性検討結果の纏め表 

フェライト鋼 オーステナイト系 

ステンレス鋼 

手法 

炭素鋼 低合金鋼 SUS304 SUS316 

ﾎﾟｰﾀﾌﾞﾙﾋﾞｯｶｰｽ ◎ ◎ ◎ ◎ 

反発式 ◎ ◎ ◎ ◎ 

材料表面の硬さから塑性ひ 

ずみを評価する方法 

硬 さ 

測定 

超音波 ◎※ ◎※ ◎※ ◎※ 

材料表面の組織変化から塑 

性ひずみを評価する方法 

表面金相（ﾚﾌﾟﾘｶ法） × × × × 

ﾌｪﾗｲﾄｽｺｰﾌﾟ － － △ × 材料表面の相変態から塑性 

ひずみを評価する方法 

ﾏﾙﾃﾝｻｲ 

ﾄ検出 ﾏﾙﾁｺｲﾙ型(ECT) － － △ × 

垂直法 ○ ○ △ △ 音速比 

表面波法 △ △ △ △ 

磁歪法 △ △ △ △ 

材料表面の応力状態等から 

塑性ひずみを評価する方法 

ﾊﾞﾙｸﾊｳｾﾞﾝﾉｲｽﾞ法 △ △ △ △ 

※；他の硬さ測定法に比べて表面粗さの影響を受けやすい。 

記号の意味 ◎；塑性ひずみと相関が確認される。 ○；信号の変化が確認される。 

△；信号の変化が確認される（但し、塑性ひずみの検出には検討を要する） 。 

×；試験範囲では明確な変化が認められなかった。 

4.3.2 基礎ボルトＵＴ 

4.3.2.1 基礎ボルトの健全性確認法 

基礎ボルトが地震により損傷を受けた場合は、ねじ部の谷部に応力集中が発生すると考えら 

れる。よって、ねじ部表面に割れ発生がないことを確認することで基礎ボルトの健全性を確認 

できると考えられる。 

基礎ボルトの健全性を原子力発電所の機器に据付、固定された状態で確認する方法として、 

垂直探傷法とフェーズドアレイ法の超音波探傷技術が考えられる。 

垂直探傷法は、原子炉圧力容器スタットボルトの超音波探傷試験に適用されている手法であ 

り、基礎ボルトＵＴに有効な手法と考えられる。しかし、基礎ボルトの中には、スタットボル 

トより長いボルトや口径の小さいボルトなどがあるため、現地調査で適用する場合は基礎ボル 

トねじ部の表面割れの検出性能・限界を確認し、適切な基準感度校正方法と探傷感度の検討を 

行なう必要がある。一方、フェーズドアレイ法は、原子力発電所のボルト点検への適用事例が 

ないが、エコー反射源を画像で判定できることから、表面きずか、内在欠陥かの判定に適用で 

きる可能性がある。よって、基礎ボルトのＵＴ点検では、垂直探傷法を基本とし、万が一イン 

ジケーションが見つかった場合の補助的な方法としてフェーズドアレイを適用する。
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５.評価の方針 

5.1 評価に関する基本的な考え方 

現行規格（JEAG4601・補-1984）において、基準地震動（S1あるいは S2）は、原子炉の安全性 

をこれらの地震が発生した状態でも確保するための設計用地震動であるので、これらの地震動が 

発生した後に原子炉を再起動させるかどうかは、許容応力を定めるにあたっては考慮していない 

（JEAG4601・補-1984許容応力編、1.2基本的考え方）。したがって、現状の健全性や安全性を踏 

まえ、機器の継続使用に対する評価手法を検討する必要がある。本項では、現行規格の運用と、 

この制限を超えた場合の機器の健全性を検討・評価するフローについて、A, As クラス（クラス 

１）機器を例として検討する。 

5.1.1機器の健全性の検討・評価の考え方 

5.1.1.1 地震発生時の機器に対する機能要求と評価方針 

機器機能に対する評価は、「発生した地震に対する機器の評価」と「将来発生の可能性が 

ある地震に対する機器の評価」の観点で検討する。 

(1) 評価の観点 

・ 発生した地震に対する機器機能要求 

現状の健全性（構造健全性及び機能維持） 

現状の健全性が確認された機器とは、「止める」「冷やす」「閉じ込める」という機能が 

地震発生時に達成され、延性破断、塑性崩壊、過大な変形、疲労損傷などの地震の力学的 

因子による損傷モードが構造健全性に影響していないことが評価・確認された場合と定義 

する。この評価・確認は地震直後の緊急点検や、解析的評価および設備点検により達成可 

能であり、機器全体に塑性変形が生じない状態で機能が維持されていること、ひびなどの 

発生がないことを確認すればよく、これにより「現状の健全性」は問題ないと判断される 

と同時に「現状の安全性」についても確認できる。 

なお、今回の地震発生後にプラントは安全に停止し、現在も安定して停止状態を維持し 

ており、「止める」「冷やす」「閉じ込める」の機能が達成されていることから「現状の安 

全性」については確認されていると判断できる。 

・ 将来発生の可能性がある地震に対する機器機能要求 

将来の安全性（構造安全性及び機能維持） 

将来の安全性は、現状の機器の健全性が確認されていることを前提条件とし、将来発生 

の可能性がある地震に対して機器の安全性を、新しい耐震設計指針(Ss)にて確認する必要 

がある。 

(2) 評価の方針 

以上のように、機器に要求される機能「止める」「冷やす」 「閉じ込める」を達成し、「発 

生した地震」に対する「機器の健全性」を確認し、さらに「将来発生の可能性がある地震」 

に対し「機器の安全性」が確認されたことにより、プラント復旧に現状維持で問題はないと 

の判断となる。したがって、プラントの復旧にあたっては「現状の健全性」が重要となる。
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5.2 中越沖地震に対する現状の健全性の評価方針 

設計段階における地震に対する評価基準に「原子力発電所耐震設計技術指針JEAG4601」が 

ある。これは「設計段階における評価（想定地震に対する評価）」基準であるため、荷重等 

に対するマージンを考慮している。 一方、 今回の中越沖地震に対する現状の健全性評価は 「設 

計段階における評価（想定地震に対する評価）」では無く、経験した荷重をベースとした評 

価を実施し、現物の状況を把握することが重要となる。そのため「設計段階における評価」 

のように荷重等に対するマージンは必ずしも必要ではなく、現実的な評価を実施することで 

目的は達成できる。したがって、発電設備の設計時の規格と運転後の規格が異なる様に、地 

震における評価についても運転後に受けた地震に対する設備の新たな健全性評価基準を機 

器種別に損傷モードや機能要求を考慮して設けることが適切である。このことから、現状の 

健全性を判断するための適切な評価基準を定め、必要に応じて外観検査などを組み合わせる 

ことにより、その健全性を合理的に判断していく方針とする。 

5.3 中越沖地震に対する将来の安全性の評価方針 

機器の地震に対する「将来の安全性」は、「現状の健全性」を確認後、新しい耐震設計審査 

指針に準拠して策定した基準地震動（Ss）を用いて評価する。この場合の判断基準は、設計 

用の許容応力（JEAC 4601 改訂版）に従うことになるが、今回経験した地震による影響（疲 

労損傷、累積ひずみ等）を考慮した上で、Ds（ⅣAS）による評価を実施し、必要に応じて補 

修・補強・取替などを検討する方針とする。 

但し、上記評価方針については、状況を踏まえながら継続検討していく。
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5.4 SANE評価基準（案）の予備的検討 

本JANTI SANE委員会にて検討した中越沖地震を経験したA, As クラス機器（クラス１機器）の 

評価の考え方を以下に示す。 

機器の地震に対する 「現状の健全性」 の確認は、 以下の点を評価・確認することが重要である。 

● 延性破断、塑性崩壊に至るような応力が発生しないこと。 

● 機器全体に塑性変形が生じない状態で機能が維持されること。 

● 有害な変形（進行性変形）が無いこと。 

● 疲労評価を実施し、疲れ累積係数が１を超えないこと。 

● 座屈が無いこと。 

したがって、中越沖地震に対する機器の健全性評価にあたっては、既往研究の成果や最新の 

知見を踏まえ、必要に応じて追加的な試験研究を実施し、合理的な判断基準を策定すべきであ 

る。

一方、速やかな中越沖地震対応として、以下に示すように国内外規格・基準を斟酌した評価 

体系準用による健全性評価スクリーニングを実施し、その結果に応じて「新しい評価方法」や 

「新しい判断基準」 等の検討に資するための必要な解析・試験を合理的に実施する方針とする。 

5.4.1 設計用許容応力体系による機器の健全性スクリーニング 

中越沖地震は実際に経験した地震である（想定地震ではない）ことから、本来なら設計評 

価の許容応力基準である「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601」（以下JEAG4601と称 

す）を健全性評価に適用できないが、設計評価用のため保守性を有すること、現状は経験し 

た地震に対する評価基準がないことからこれを準用する方針とする。 

JEAG4601 の許容応力状態 ASⅢを準用してスクリーニングをすれば、実際に経験した地震 

に対する機器の健全性及び安全性確認としては十分であると考える。これは、許容応力状態 

ⅢASが、地震動による荷重を供用状態A／Bと組み合わせた状態で、機器・構造物の全体的 

な塑性変形が生じない状態（ただし、局所的な塑性変形はその限りではない）であるよう許 

容応力は定められており（補足資料１）、これを満足すれば、「現状の健全性」に問題ないこ 

とが確認できることによる。A, Asクラス（クラス１）機器の許容応力状態ⅢASおよびⅣAS 
に関する現行規格基準の規定等を表-5-１に示す。 

5.4.2 機器の健全性のスクリーニング結果に基づく検討事項 

設計用許容応力ⅢAS によるスクリーニングの結果、設計用許容応力ⅢAS を超える場合も 

想定される。この場合には「規格基準の範疇に対し、より現実的な計算結果を与える合理的 

解析の実施」を実施することになる。 

このような場合、以下のような検討案が考えられる。 

(1)国内外の設計用規格・基準の準用 

発生応力が設計用許容応力ⅢAS を越える場合は、設計建設規格や ASME 等（国内外の設 

計用規格・基準）を準用する（付表（比較表）参照）。また、必要に応じて外観検査などを組
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み合わせることにより、その健全性を判断する。 

(2)「新しい評価方法」の適用 

弾塑性挙動を考慮した詳細解析や事例規格等を適用する。 

(3) 荷重等に対するマージンの見直し 

健全性評価へ設計評価の許容応力基準であるJEAG4601を適用する場合、 そこに含まれる荷 

重や設計に対するマージンは必ずしも必要でないことから、これらについて適切に見直し、 

適用することを検討する。 

例）JEAG4601にて規定されている配管減衰定数は、試験データを統計的に処理した下限値 

を用いており、健全性評価ではその合理性について検討できる可能性がある。 

クラス１容器、クラス1配管を対象に、地震を受けた機器の「現状の健全性」「将来の安全性」 

を確認するための検討(案)を今後検討をすすめていく。 

5.5 まとめ 

以上に示した評価に関する基本的な考え方を表-5-2 に示す。A, As クラス(クラス１)機器の健 

全性検討フローチャート（案）を図-5-1に、現行の許容応力についてこれらに示す方針に従い更 

に検討をすすめる。
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表-5-1(1) 規格基準による許容応力状態Ⅲ Ａ Ｓと評価方針 

原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 JEAG4601・補-1986 発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令 
許容応力 

状態 
第１章 

1.2 基本的な考え方 

第 2 章 

2.1.1 第 1 種容器許容応力の解説 
参考資料Ⅰ １．第 1 種容器 第 9 条 八 省令の解釈 

評価方針 

Ⅲ A S 基準地震動 S 1 

基準地震動 S 1 による荷重を運転 

状態 I と組み合わせた状態で，原則 

として弾性状態にあるよう許容応力 

を定めた。さらに ECCS 等のように 

運転状態Ⅳ(L)が当該設備の設計 

条件となっているものについては基 

準地震動 S 1 による荷重を運転状態 

I 及び／又は運転状態Ⅳ(L)により 

生ずる荷重と組み合わせた状態で 

も原則として弾性状態にあるように 

定めた。 

すなわち，運転状態Ⅲに対する許 

容応力状態Ⅲ Ａ を基本としてさらに 

地震に対する特別の制限を加えた 

許容応力状態Ⅲ Ａ Ｓを限度とする。 

基準地震動 S 1 あるいは S 2 は，原子 

炉の安全性をこれらの地震動が発 

生した後に原子炉を再起動させる 

かどうかは，許容応力を定めるに当 

たっては考慮していない。 

許容応力状態Ⅲ A S 及びⅣ A S の許 

容値は，“１次一般膜応力”及び“１ 

次膜応力＋１次曲げ応力”に対し 

て，それぞれ許容応力状態Ⅲ A 及び 

Ⅳ A と同じとし，さらに地震時におけ 

る特殊な荷重状態を考慮して定め 

ている。 

・ 基準地震動 S 1 に対して適用さ 

れる許容応力状態Ⅲ A S の 1 次 

一般膜応力及び 1 次膜応力と 1 

次曲げ応力を加算した場合に 

ついての許容限界は許容応力 

状態Ⅲ A と同じとする。 

・ 許容応力状態Ⅲ A とは，損傷部 

の修復のためなど系の運転の 

停止を必要とする程度にはげし 

い非正常の状態をいう。このよ 

うなはげしい非正常状態が起こ 

る確率は低いと考えられるが， 

設計においてはこの非正常状 

態により系の全体的な構造保 

全性が失われることはないよう 

にする必要がある。このため 1 

次一般膜応力はSyと2/3Su（使 

用温度）のいずれか小さくなる 

ほうを許容限界とするが，第 1 

種容器に使用される材料には 

ひずみ硬化性があるので，容器 

の一部の膜応力がこの限界に 

達しても過大な塑性変形を生じ 

ることはなく，崩壊限界には十 

分の余裕がある。 

・ 許容応力状態Ⅲ A において，弾 

性計算による 1 次膜応力と 1 次 

曲げ応力の組合せに対する許 

容限界は上記（7）の 1.5 倍とす 

る。この許容限界は極限設計に 

よる板の崩壊限界の下限値に 

相当するが，容器としての崩壊 

限界に対しては十分の余裕が 

ある。 

ハ クラス１機器（オメガシール等を除 

く。），クラス１管，クラス１弁及び 

クラス１支持構造物にあっては， 

運転状態Ⅲにおいて，全体的な 

塑性変形が生じないこと。ただ 

し，構造上の不連続部における 

局部的な塑性変形はこの限りで 

はない。 

ハの「全体的な塑性変形が生じない 

こと。ただし，構造上の不連続部にお 

ける局部的な塑性変形はこの限りで 

はない。」とは，応力が集中する箇所 

である「構造上の不連続部」にのみ一 

時的な荷重による塑性変形を許容す 

るが，構造体の機能低下に至るよう 

な塑性変形は許容しないこと 

・ 現状の健全性 

（構造健全性及び機能維持） 

許容応力状態ⅢＡＳは，地震動 

による荷重を供用状態Ａ／Ｂと組 

み合わせた状態で，機器・構造 

物の全体的な塑性変形が生じな 

い状態（ただし，局所的な塑性変 

形はその限りではない）であるよ 

う許容応力は定められている。し 

たがって，ⅢＡＳが満足されれ 

ば，全体的な構造健全性及び機 

能が失われることはなく，崩壊限 

界には十分の余裕があると判断 

されるため，「現状の健全性」， 

「現状の安全性」の問題は無いと 

考えられる。
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表-5-1(2) 規格基準による許容応力状態Ⅳ Ａ Ｓと評価方針 

原子力発電所耐震設計技術指針 重要度分類・許容応力編 JEAG4601・補-1986 発電用原子力設備に関する技術基準を定める省令 
許容応力 

状態 
第１章 

1.2 基本的な考え方 

第 2 章 

2.1.1 第 1 種容器許容応力の解説 
参考資料Ⅰ １．第 1 種容器 第 9 条 八 省令の解釈 

評価方針 

Ⅳ A S 基準地震動 S 2 

基準地震動 S 2 による荷重を運転 

状態 I と組み合わせた状態で，過大 

な変形を起こして必要な機能が損 

なわれないよう許容応力を定めた。 

すなわち，運転状態Ⅳに対する許 

容応力状態Ⅲ Ａ を基本としてさらに 

地震に対する特別の制限を加えた 

許容応力状態Ⅲ Ａ Ｓを限度とする。 

基準地震動 S 1 あるいは S 2 は，原子 

炉の安全性をこれらの地震動が発 

生した後に原子炉を再起動させる 

かどうかは，許容応力を定めるに当 

たっては考慮していない。 

許容応力状態Ⅲ A S 及びⅣ A S の許 

容値は，“１次一般膜応力”及び“１ 

次膜応力＋１次曲げ応力”に対し 

て，それぞれ許容応力状態Ⅲ A 及び 

Ⅳ A と同じとし，さらに地震時におけ 

る特殊な荷重状態を考慮して定め 

ている。 

・ 基準地震動 S 1 及び S 2 に対して 

適用される許容応力状態Ⅳ A S 

（荷重の組合わせ表参照）の 1 

次一般膜応力及び 1 次曲げ応 

力を加算した場合についての許 

容限界は許容応力状態Ⅳ A と同 

じとする。 

・ 許容応力状態Ⅳ A とは，原子力 

エネルギー系に発生した事故 

の影響により，一般公衆の安全 

性を考慮しなければならない程 

度まで，系の安全性及び稼働 

能力が損傷を受けている状態 

で，極めて発生確率の低い事 

象である。このような状態にな 

ると系の再使用は考えられない 

から，第 1 種容器としてはそれ 

自身が損壊しないことを保証す 

る限界まで許容されるものとし 

て，崩壊限界をとり 1 次一般膜 

応力について 2/3Su（使用温 

度）とする。 

・ 許容応力状態Ⅳ A における 1 次 

膜応力と 1 次曲げ応力の組合 

わせに対する許容限界は容器 

の崩壊限界を基準として上記 

（許容応力状態Ⅲ A S）の 1.5 倍と 

する。この場合の板厚内は部分 

的に塑性領域に入り，応力の再 

配分も行われ，弾性解析は成 

立しなくなるが，崩壊限界下限 

の荷重に対して弾性設計を用 

い上記の許容限界値を与えて 

いる。 

ニ クラス１機器（オメガシール等を 

除く。），クラス１管及びクラス１ 

支持構造物にあっては，運転 

状態Ⅳにおいて，延性破断に 

至る塑性変形が生じないこと。 

ニの「延性破断に至る塑性変形が 

生じないこと」とは，箇所の限定なし 

に塑性変形が生じることを許容する 

が，構造体の著しい機能喪失に至 

るような塑性変形は許容しないこ 

と。 

・ 現状の安全性 

（機能達成（止める，冷やす，閉 

じ込める）及び現状維持） 

許容応力状態ⅣＡＳが満足さ 

れれば，過大な変形による機能 

維持喪失は発生しないため，機 

能達成（止める，冷やす，閉じ 

込める）及び現状維持の観点か 

ら，「現状の安全性」は問題ない 

と考えられる。 また，必要に応 

じ「設備点検（基本点検）」など 

を実施すれば機能達成（止め 

る，冷やす，閉じ込める）及び機 

能維持の確認は可能である。



表­5­2 評価に関する基本的な考え方 

機器機能評価の観点 確認内容 評価の考え方 確認方法 具体的確認方法方針 

地震後の点検 ・ 概略点検 

（ウォークダウン） 

・ 詳細点検 

発生した地震に対す 

る評価 

現状の健全性 「現状の健全性」の確認は，以下 

の点を評価・確認する。 

・ 延性破断， 塑性崩壊に至るよう 

な応力が発生しないこと。 

・ 機器全体に塑性変形が生じな 

い状態で機能が維持されてい 

ること。 

・ 有害な変形（進行性変形）が無 

いこと。 

・ 疲労評価を実施し， 疲れ累積係 

数が１を超えていないこと。 

・ 座屈が無いこと。 

解析的評価 JEAG4601 のⅢAS 要件が満足 

していることの確認等 

将来発生の可能性が 

ある地震に対する評 

価 

将来の安全性 「将来の安全性」は，「現状の健全 

性」を確認後，新しい耐震設計審 

査指針に準拠して策定した基準地 

震動（Ｓｓ）を用いて評価する。 

解析的評価 新しい耐震設計指針にて策定し 

た地震動（Ss）を用いた改訂 
JEAC4601 による評価 
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図-5-1   「Ａ, ＡＳクラス（クラス１）機器の健全性評価」検討フローチャート

【備 考】
●機器の健全性評価の考え方
①発生した地震に対する機器機能要求
・現状の健全性確認（構造健全性及び機能維持）
・現状の安全性確認（機能達成（止める、冷やす、閉じ込める）及び現状維持）
②将来発生の可能性がある地震に対する機器機能要求

●現行規格の制限と評価方針の考え方
発生した地震に対する「現状の健全性」の確認
・延性破断、塑性崩壊に至るような応力が発生しないこと。
・機器全体に塑性変形が生じない状態で機能が維持されること。
・有害な変形（進行性変形）がないこと。
・疲労評価を実施し、疲れ累積係数が１を超えないこと。
・座屈がないこと。

①許容値ⅢＡＳが適用できる場合
JEAC4601の許容応力状態ⅢASを適用して保守的なスクリーニングをすれば，「現状の健全性」，「現状の安全性」は問題ないことが確認できる。
②許容値ⅢＡＳが適用できない場合
現行基準ⅢＡＳが適用できない場合は「規格基準の範疇に対し、より現実的な計算結果を与える合理的解析」を実施する。この場合、国内外の
設計用規格・基準の準用や弾塑性挙動を考慮した詳細解析や事例規格などを適用する。

「将来の安全性」の確認
新しい耐震設計審査指針に準拠して策定した基準地震動(Ss)を用いて評価する。また、今回経験した地震による影響を考慮した上で評価を行う。

基本点検

追加点検

【地震応答解析】

地震応答解析結果※3
※３ 重要度分類クラス１

耐震クラスＡｓ
クラス１容器
例：圧力容器ノズル

異常あり

異常なし

評価基準を
満足する

ⅢAS

評価基準を
満足しない

【JANTI新基準：地震後の健全性、将来の安全性評価】
応力・ひずみ量を考慮した健全性評価含む

異常あり

異常なし

評価基準を
満足しない

評価基準を
満足する

検査結果

異常なし

異常あり

合理的解析＊1

【耐震設計基準：現状・継続使用の健全性確認】

＊1： 設備点検結果（基本点検）で
異常が無く、 かつ
評価基準を満足していること
（設備点検が実施可能な場合）

【追加評価】

現状の健全性・安全
性確認
規格基準の範疇に対し、
より現実的な計算結果
を与える合理的解析の
実施

↓
「許容応力状態ⅢＡＳ」が
適用できない場合の代替

規定あるいは代替許容応
力などの検討

損傷モードを考慮した詳細検査

原子力安全・保安院
「柏崎刈羽原子力発電所の設備
の健全性に係わる点検・評価の
あり方について （修正案）」に基
づき実施

：現状の規格・基準による評価 ( ⅢAS，ⅣAS )

：新しい耐震設計基準による評価 ( SAS )

：JANTI委員会／ＷＧ検討事項

現状の健全性確認

【新しい耐震設計基準（Ss）：将来の安全性確認】

【詳細検査】

硬さ・変形量等の測定
による把握・確認

【設備健全性の総合評価】

【設備点検】

各設備に共通的に実施する
目視点検、作動試験等

各設備に共通的に実施する
目視点検、作動試験等

基本点検の結果や地震応
答解析結果等に応じて実
施する分解点検、非破壊
試験等

【緊急な目視点検】
状況確認・ウォークダウン等

補修・補強・取替方法の検討補修・補強・取替方法の検討

基本点検異常あり
追加点検異常なし

設備点検
結果

基本点検異常なし

追加点検(基準
の評価規定に
応じた点検）

異常あり

異常なし

＊2
＊2： 設備点検結果（追加点検）で
異常が無く、 かつ
評価基準を満足していること
（設備点検が実施可能な場合）

裕度が比較
的少ない
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６．材料強度評価の方針 
６．１ 疲労強度データ拡充の基本的考え方 
地震荷重を受けた機器の健全性評価には、「原子力発電所耐震設計技術指針」

（JEAG4601）や国内外の設計・建設規格などが適用される。これらの規格は設計、建設のた

めの指針、規格として制定されたものであり、許容応力などは材料規格に規定された耐力

や引張強さを基準に決められている。したがって設計指針や建設規格を適用して地震後機

器の健全性評価を実施するためには、地震により強度など材料特性に変化（劣化）が生じ

ていないこと、あるいは地震による疲労損傷が設計疲労曲線を用いた疲れ累積係数により

評価可能であることが前提となる。 
地震に対する健全性評価において、想定すべき損傷モードは延性破断、塑性崩壊、メカニ

カルラチェットによる過大な変形、疲労、座屈である。中越沖地震では、耐震設計グレー

ドの高い安全上の重要機器に外観上の大きな損傷は認められていないため、延性破断、塑

性崩壊、過大な変形、座屈は生じていない。またこれまでの解析の結果でも、過大な応力

は発生していない。そのため中越沖地震に対する健全性評価としては、疲労に対する評価

が重要である。 
中越沖地震では、設計基準を超える地震加速度を受けており、変形や割れが検出されなか

った機器でも局所的には塑性ひずみが発生している可能性があるので、健全性評価にあた

り、疲労強度におよぼす塑性ひずみの影響について検討しておく必要がある。また塑性ひ

ずみが発生した部位では、降伏点など材料強度が変化する可能性があるため、材料強度に

及ぼす塑性ひずみの影響についても調査すべきである。検討においては、従来知見を調査

するとともに、実機で使用されている材料を対象に、実験による材料データの拡充も実施

する。 
６．１．１ 材料強度 
地震荷重の影響を検討するにあたり、材料特性の基準となる降伏点（耐力）や引張強さ

など材料強度について検討を行なう必要がある。 
また地震荷重を受けた機器の詳細解析に必要な、材料の応力－ひずみ曲線について取得

しておくことが望ましい。この際、繰返し負荷による応力－ひずみ特性の変化が生じるこ

とも想定すべきである。 
６．１．２ 繰返し予ひずみ材の疲労試験 
飯田や小川らの研究をはじめいくつかの研究により、予め付与された塑性ひずみ（予ひずみ）を

有する材料の高サイクル疲労強度は上昇することが実験的に知られているが、予ひずみが大きい

場合には低サイクル疲労強度に影響する場合がある（添付資料６－１）。また予ひずみの程度によ

り変化する材料の破断延性や引張強度をパラメータとする高精度な疲労寿命予測モデルも提案さ

れている。しかしながら、原子力機器の構造健全性評価への適用を想定した場合、鋼種や予ひず

み付与方法の観点から、既存の知見だけでは十分とはいえない。 
以上の背景から、疲労寿命に及ぼす繰返し予ひずみの影響を検討するために、下記の観点か
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ら材料データを拡充する必要がある。 

①低サイクル疲労領域における現行の疲労線図（設計疲労曲線）を使った疲れ累積

係数評価方法（累積被害側）の妥当性の確認 

②機器の継続使用にあたって疲労強度に及ぼす影響が工学的に無視できる繰返し予

ひずみの限界の確認 
６．１．３ 一方向累積ひずみ疲労試験 
電力共同研究で実施された配管の要素試験などにより、地震による配管の破損形態は塑

性崩壊ではなくラチェット変形を伴う低サイクル疲労であることが報告されている（添付

資料６－２）。中越沖地震ではＡ／Ａｓクラスの機器ではほとんど変形が生じておらず、

ラチェット変形を生じた可能性は低いと考えられるが、想定しうる損傷メカニズムを網羅

し、それら一つ一つに対して健全性を示すためにはラチェット疲労に対する評価も必要で

ある。また、機器の継続使用に関する判断基準策定に備えてラチェット疲労に関する知見

を拡充しておくことは有効である。そこで、一方向に平均ひずみが漸増する一方向累積ひ

ずみ疲労試験を実施して、進行性変形が生じる場合の疲労強度データを充実させることを

検討する。 
 
添付資料６－１ 疲労強度に及ぼす予ひずみの影響に関する従来の知見 
添付資料６－２ ラチェット疲労に関する従来の知見 
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添付資料６－１ 

 

疲労強度に及ぼす予ひずみの影響に関する検討 

 

1. はじめに 

本資料は、予ひずみが疲労強度に及ぼす影響に関する文献を調査して、高サイクル疲労およ

び低サイクル疲労領域ごとに予ひずみの影響に関する知見をまとめたものである。なお、高サイク

ル、低サイクル疲労領域の区分は、破断寿命でおおよそ１万回である。 

 

2. 高サイクル疲労領域における予ひずみの影響 

髙橋および小川は超音波疲労試験機を用いて、オーステナイト系ステンレス鋼SUS316NGを対象

に、加工硬化と疲労限度の関連について検討を行った(1)。髙橋らが実施した予ひずみ量が異なる

オーステナイト系ステンレス鋼の疲労試験結果を図 1 に示す。供試材に付与された予ひずみ量は

5%、10%および 20%である。いずれも引張側の予ひずみであるが、予ひずみ量が 20%の場合は圧縮

側にも予ひずみを与えた供試材が試験に用いられている。図 1から予ひずみ量の増加に伴い、疲

労限度が上昇する傾向が見られる。また、引張および圧縮予ひずみ材で疲労試験結果に顕著な

差は見られない。この結果から、予ひずみ量の増加に伴う疲労強度の向上は、ひずみ硬化を起因

としていると推察される。 

 

 

 

 

図 1 予ひずみ量が異なるオーステナイト系ステンレス鋼SUS316NGの疲労試験結果(1)
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中島らはオーステナイト系ステンレス鋼SUS316 を対象に、大気中およびNaCl水溶液中の

疲労強度に及ぼす予ひずみ量の影響を検討している(2)。疲労試験結果を図 2 に示す。供試

材に付与されたひずみ量は引張側に 5%、15%、25%および 58%（引張強さσuに対応するひず

みレベル）である。大気中においては、予ひずみ量の増加に伴い、疲労限度が増加する傾

向が確認できる。 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 予ひずみ量が異なるSUS316（オーステナイト系ステンレス鋼）の室温大気中および 3%NaCl

水溶液中の疲労曲線(2)
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日本溶接協会 原子力研究委員会 GCF2 小委員会では、オーステナイト系ステンレス鋼

SUS316NGの超高サイクル疲労強度を明らかにすることを目的に 3 年間の研究を実施した(3)。

この研究の中では、SUS316NGの疲労強度に及ぼす加工硬化の影響について、基礎的な知見

を得ることを目的に、予ひずみ量の異なる試験片を用いた超高サイクル疲労試験が実施さ

れている。GCF2 小委員会にて得られた疲労限度の予ひずみ量依存性をまとめた結果を図 3

に示す。図中には、経験的に求められたと疲労限度σwとビッカース硬さHVの関係（σw = 
1.6HV：σwの単位MPa）を併せて示した。疲労限度とビッカース硬さの関係から予想される
ほどの疲労限度の上昇は認められないが、予ひずみ量の増加に伴い疲労限度が上昇してい

る傾向が確認できる。 

 

 

 

 

図 3 SUS316（オーステナイト系ステンレス鋼）の疲労強度に及ぼす予ひずみ量の影響(3)
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3. 低サイクル疲労領域における予ひずみの影響 

飯田らは過大な予ひずみが低サイクル疲労挙動に及ぼす影響を明らかにすることを目的に、

一般溶接構造用鋼SM41Aを用いた疲労試験を実施した(4)。飯田らが実施した疲労試験における

ひずみ負荷履歴を図 4 に示す。引張予ひずみは無ひずみの状態から引張荷重を加えて最大ひ

ずみに達した後、圧縮荷重を加えて、ひずみが零の状態に戻す操作により与えている。すなわち、

他の文献と異なり、飯田らの検討では過大ひずみ（予ひずみ）を負荷した後に、ひずみを零とした

時点から疲労試験が開始されている。これは、疲労試験結果から平均ひずみの効果を除いて予

ひずみの効果を議論するためである。本項では、飯田らの検討に基づき、図 4 中の“Prestrain”

を予ひずみと呼ぶ。ここで、図 4 に示したひずみ負荷履歴の後、繰返し荷重を負荷せずに、一方

向引張荷重を負荷することにより実施した引張試験結果から得られた真破断延性と予ひずみの

関係を図 5に示す。予ひずみの増加に伴い延性が消耗することにより、真破断延性が低下してい

る傾向が確認できる。すなわち、図 4 に示したひずみ負荷履歴を与えることにより、延性が消耗し

ていることが分かる。 

図 4 に示した予ひずみを与えた後の繰返し荷重による破断寿命Nfと予ひずみを与えない

繰返し荷重による破断寿命Nf0の比Nf/Nf0と予ひずみεpreと真破断延性εfの比εpre/εfの関

係を図6に示す。図6(a)では予ひずみ負荷後に表面仕上げを施した場合の試験結果、図6(b)

では表面仕上げを施さない場合の試験結果を示した。図 6(a)に示した予ひずみ負荷後に表

面仕上げを施した場合、εpre/εfが 0.5 を超えるとNf/Nf0は緩やかに低下を始めた。一方、

図 6(b)に示した予ひずみ負荷後に表面仕上げを施さない場合、εpre/εfが 0.2 を超えた程

度からNf/Nf0は低下を始めた。両者の差は予ひずみ負荷に伴い表面近傍に発生する微小き裂

に起因すると考えられる。このため、引張予ひずみと圧縮予ひずみの違いにより、εpre/εf
の増加に伴うNf/Nf0の程度が異なることが分かる。 

以上の飯田らの検討結果に基づくと、極低サイクル疲労の領域においては、εpre/εfが

0.2 を超えると予ひずみ量の増大に伴い、延性消耗を原因として破断寿命が短くなる傾向

が見られると判断される。 
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図 4 飯田らの試験におけるひずみ負荷形態(4)

 

 

 

 

図 5 予ひずみ量と試験片の真破断延性の関係(4)
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(a) 表面仕上げを施した場合 

 

 

(b) 表面仕上げを施さない場合 

図 6 破断寿命比Nf/Nf0と予ひずみ比εpre/εfの関係(4)
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4. まとめ 

本資料では、予ひずみが疲労強度に及ぼす影響に関する文献を調査して、高サイクル疲労お

よび低サイクル疲労領域ごとに予ひずみの影響に関する知見をまとめて、表 1 に示す。鋼種によ

っては試験データが見当たらないが、調査結果は以下の通りである。 

 

・ 高サイクル疲労領域においては、予ひずみ量が増加することにより、疲労強度及び疲労限

度は増加する。 

・ 低サイクル疲労領域においては、予ひずみ量が増加することにより、疲労強度が低下する

傾向が見られる。 

・ 但し、予ひずみ量が数%以下の場合、高サイクル疲労領域および低サイクル疲労領域とも

に、疲労強度に及ぼす予ひずみの影響は小さい。 

 

表 1 高サイクル疲労および低サイクル疲労に及ぼす予ひずみの影響 

鋼種 
高サイクル疲労強度 

（疲労限） 
低サイクル疲労強度 

高強度鋼 

（ボルト） 
― ― 

低合金鋼 ・εpre≦3％で影響小
(5) ― 

炭素鋼 ・εpre≦3％で影響小
(5)

・表面仕上げなしの場合： 

εpre／εｆ≦0.2で影響小
(4)

但し、εpreの増大に伴い疲労強

度減少 

・εpre／εｆ≦0.3で影響小
(6)

オーステナイト系 

ステンレス鋼 

・εpre≦3％で影響小
(5)

・εpre≦20％でεpreに伴い疲労

強度上昇(1)

・εpre≦20％でεpreに伴いNaCl

水溶液中の疲労強度上昇(2)

・εpre≦20％でεpreに伴い疲労

限上昇(3)

― 

εpre：予ひずみ、εｆ：真破断延性 
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５. 今後の課題 

疲労強度に及ぼす予ひずみの影響を調査した結果、今後の課題として以下の項目が挙げら

れる。 

 

・ 試験データが見当たらない高強度鋼の低サイクル及び高サイクル疲労強度に及ぼす予ひ

ずみの影響、低合金鋼、オーステナイト系ステンレス鋼の低サイクル疲労強度に及ぼす予

ひずみの影響を検討する必要がある。 

・ 調査範囲での予ひずみは単調増加若しくは半サイクルの荷重負荷で与えられており、地

震荷重のような交番荷重によって与えられる予ひずみとの相関関係を検討する必要があ

る。 
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参考 

○Manson の共通勾配法(1) 
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低サイクル疲労 高サイクル疲労  

ここで、 ε∆ はひずみ範囲、 fε は真破断ひずみ、 fN は破断繰返し数、 Bσ は引張強さ、

Eは縦弾性係数である。 

○Manson の改良共通勾配法(2) 
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 高サイクル疲労 低サイクル疲労 

ここで、 ε∆ はひずみ範囲、 fε は真破断ひずみ、 fN は破断繰返し数、 Bσ は引張強さ、

Eは縦弾性係数である。 

 

 Manson の共通勾配法によれば、低サイクル疲労寿命は破断延性に、高サイクル疲労寿命

は機械的強度に依存することが分かる。予ひずみを与えた材料は、破断延性が減少するこ

とによって低サイクル疲労寿命は減少、ひずみ硬化による機械的強度の上昇によって高サ

イクル疲労寿命は増加することが理解される。なお、改良共通勾配法においては、低サイ

クル疲労寿命に機械的強度の依存性も加味されている。 

 

(1)日本機械学会：機械工学便覧 A4 材料力学 p.A4-126 (2001) 

(2)Manson,S.S.,”Future Direction for Low Cycle Fatigue,” Low Cycle Fatigue, ASTM 

STP 942 ,pp.15-39 (1988). 
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参考図 1  Manson の共通勾配法の概念
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添付資料６－２ 

 

ラチェット疲労に関する従来の知見 

 

1. はじめに 

本資料は、ラチェット変形が疲労寿命に及ぼす影響に関する文献および米国規格を調査

して、疲労強度に及ぼす累積ひずみの影響に関する知見をまとめたものである。 

 

2. ラチェット疲労寿命に関する知見 

2.1 ラチェット変形を伴う疲労寿命の予測 

 ラチェット変形を伴う疲労寿命の予測には、ひずみ振幅に加え、延性消耗を考慮した累

積ひずみが重要なパラメータと考えられる。これは、Coffinらが提唱する累積ひずみの存

在に伴う延性消耗の影響により、低サイクル疲労強度が低下するという考えに基づいてい

る。基本的にはひずみ振幅から求められる疲労損傷のパラメータDfに対し、累積ひずみの

存在に伴う延性消耗を考慮したDdを求め、累積ひずみの存在に伴う低サイクル疲労強度の

低下を定量的に評価する考え方である。 

 低サイクルのラチェット疲労強度の評価式は次式で表される(1)-( 3)。 

 破壊クライテリア： Dd + Df = 1 （線形損傷則）  (1) 

 延性消耗量：  0/ ffdD εε=     (2) 

 累積疲労損傷：     (3) α)/( 0fff NND =

ここで、εfは累積ひずみ量、εf0は破断延性、Nf0はひずみ増分がない場合の破損繰り返し数、

Nfはラチェット疲労試験時の破損繰返し数、αはCoffin-Manson式(1)における指数である。 

 ∆εpNα = C （Cは定数）     (4) 
 菊川ら(2)は、炭素鋼S10C, S20C, S40Cおよびアルミニウム合金 7075-T6について、破断繰

返し数が 1000回以下の低サイクル領域において、累積ひずみを伴う場合を含む変動ひずみ

下の疲労損傷評価に関する研究を実施している。菊川らの研究では累積ひずみによる損傷

と疲労損傷をそれぞれ 

 延性消耗量： 
0

max||

f

p
mD

ε
ε

=      (5) 

 累積疲労損傷： ∑ ∑ ⎟⎟
⎠

⎞
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⎛ ∆
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00 2
1  (6) 

と定義している。ここで、| ε p |maxは塑性ひずみの最大絶対値、ε0は一定ひずみ振幅条件の
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下でのS-N曲線を 

 1
0

=⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛ ∆ α

ε
ε pN        (7) 

に 近 似 し た と き の 定 数 で あ る 。 ま た 、 εr, αr は 式 (7) の 代 わ り に 、 ∆εp と

)2/1/( 0fpr NN εε∆−= の関係を 

 1=⎟⎟
⎠

⎞
⎜⎜
⎝

⎛ ∆ r

r

p
rN

α

ε
ε

       (8) 

近似したときの定数であり、∆εprは変動ひずみに対してレンジペア法を適用したときのひ

ずみ範囲を示している。菊川らは平均ひずみではなく、最大ひずみの累積値|εf|maxが破断延

性に達した時に破壊が生じる事を厳密に考慮して、式(5)を用いているが、本質的には式(5)

のDmは式(2)のDdに、また式(7)のDrは式(3)のDfに同じである。 

 図 1に菊川らの試験で用いられたひずみ波形と式(1)により評価した試験結果を示す。な

お、S20Cに対する一部の試験では疲労試験を中断して引張破壊させ、残留破断延性が求め

られており（図 1(b)の波形(d), (e)）、その結果を図 1(d)に示す。図 1(c)より、これらの材料

については式(1)の線形損傷則により損傷を評価できることがわかる。また、図 1(d)より、

残留破断延性は線形損傷則で予測されるよりも大きい。 

 また、朝田ら(4)-(6)は、配管を用いた内圧ラチェット疲労試験の結果から、実験的に内圧

による多軸応力場では、上述の破壊クライテリアで求まる値よりも低サイクル寿命が短く

なるとして、多軸応力場における低サイクルラチェット疲労寿命式を提案している。 

   121 =++ ffd DDDD     (9) 

 単軸ラチェット疲労試験結果(6)について、疲労寿命比と累積ひずみの関係の整理を試み

た。炭素鋼(STS410、SGV410、STPA410)に対する疲労寿命比と累積ひずみの関係を図 2に

示す。累積ひずみが約 30％で若干の疲労強度の低下がみられ、累積ひずみ約 40～50％で疲

労強度は約半分まで低下する傾向である。このことから、大きなひずみ（変形）が生じた

場合には疲労強度の低下を考慮する必要があると考える。また、図 2中には予ひずみを与

えた場合の疲労試験結果も併せて示してあるが、炭素鋼については図 1の結果も含めて式

(1)の線形損傷則で評価できるようである。 

 また、ステンレス鋼(SUS304)の疲労寿命比と累積ひずみの関係について、Namaizawaら(4)

の引張側のひずみが単調に増加する場合のラチェット疲労試験結果から評価した結果を含

めて、図 3に示す。累積ひずみが 20%を超えると疲労強度が半分以下まで低下する傾向で

ある。炭素鋼に比較して、累積ひずみが小さい領域で疲労強度が低下する傾向である。 

 なお、Tagartらは配管のラチェット試験とともに材料のラチェット疲労試験を実施し、
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288℃(550 ﾟF)におけるラチェット挙動は室温における挙動と大差ないとしている(7)。 

 Isobeら(8)は、高速増殖炉用に開発された 316FRを用いて、累積非弾性ひずみと累積ひず

み到達繰り返し数に着目した評価を実施している。図 4は、ラチェット疲労試験における

破損繰返し数を通常の完全両振り低サイクル疲労試験の平均破損繰返し数で除して求めた

寿命比と累積非弾性ひずみの関係である。疲労寿命の全期間を通じて徐々に累積ひずみを

与えた場合（◆印）に、疲労寿命に影響を及ぼす結果も見られるが、ラチェットひずみを

付与する繰返し数が 1000サイクル以内で累積非弾性ひずみが 2%以下であれば、ラチェッ

ト変形による疲労寿命の有意な影響は認められず、高速炉構造設計で用いられているひず

みの制限（表面ひずみが 2%を超えない）を満足していれば、ラチェットによる寿命低下

を考慮する必要はないと考えていると報告している。 

 石川ら(9)は 550℃における 316FR鋼のラチェット変形による累積ひずみと予ひずみの影

響を比較し、図 5に示すように予ひずみに比べてラチェット疲労の方が寿命低下が大きい

ことを示している。 

 後藤ら(10)は 550℃における 316FR鋼のラチェット変形下の疲労強度に及ぼす累積ひずみ

付与期間の影響を検討し、図 6に示すように、予ひずみを含めて寿命の初期に累積ひずみ

を付与した場合には疲労寿命の低下は小さいが、試験の全期間を通じて徐々に累積ひずみ

を付与した場合には、疲労寿命が大きく低下することを示している。この試験結果から、

ラチェット疲労における寿命低下の原因として、ラチェットにより平均応力が発生し、こ

の平均応力が発生している期間が疲労寿命の低下に深く関係しているためと考察している。 

 

2.2 米国規格基準の動向 

 米国では、地震荷重に対する原子力発電所の配管設計基準が、他の荷重条件と比較して

厳し過ぎると考えられたことから、1985年よりEPRIが中心となって、PFERP（Piping and 
Fitting Dynamic Reliability Program）が実施され、 配管耐震許容応力の改訂に関する
検討が行われた(7)。各種配管の要素試験（直管、エルボ、ティーおよびレジューサ）の結

果、当時のASME規格には過大な保守性（破損に対するマージンは設計荷重の 15から 30）
があること、OBEやSSEレベルでは永久変形や損傷は観察されず、SSEの 5倍の負荷にお
いても損傷は小さく局所的であること、損傷モードは塑性崩壊ではなく疲労ラチェットで

あることなどが確認された。また累積ひずみが 5%レベルであれば疲労寿命への影響は無
視できると評価した。なお、ASMEでは、シェイクダウン要求として、塑性解析（plastic 
analysis）を実施して繰返し数に相当する局部的な累積ひずみが 5%を超えないように制限
されている（CC N-196-1（1982年～1991年）、NB-3228.4（1992年～））。これらの
ことから、地震荷重を受ける場合の一次応力の制限を 3.0Smから 1.5倍の 4.5Smに引き上
げること、また地震相対変位による曲げの許容値を 6Sm（周方向応力をSmとして、周方
向応力と動的荷重による応力が 7Smを超えないこと）にすることを提案し、ASME 1994 
Addendaにて改訂された。図 7 は、配管要素試験から得られた 10 サイクル時の実際の累
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積ひずみと負荷荷重の関係である。Millerモデル、Edmunds-Beerモデルにより予測する
ラチェットと比較して上記の許容値の設定は保守側であることが示されている。 
これに対し、NRCは配管要素試験(#37)で発生した進行性変形や高温(実機条件)における

炭素鋼の動的ひずみ時効（ひずみ速度が大きくなると、引張強さが低下、応力比（引張強

さ／降伏強さ）が上昇）などを理由にASME改訂を認めなかった。さらに、ASME 2001
年版において、従来（1989 年版）の許容値（3Sm）を変更せず、B2’を導入することによ
り地震時の一次応力の制限が実質 3.0Smから 4.5Sm（B2’=2/3B2）に緩和され、現在に至

っている。NRCとの協議は継続中である。 
 

3. ラチェット疲労試験の条件設定について 

オーステナイト系ステンレス鋼については、FBR温度での検討が先行してなされている
ものの、室温および軽水炉温度においてはラチェット疲労のデータは少ないため、ステン

レス鋼についてデータを拡充する必要があると考えられる。地震による累積ひずみは大き

くないと考えられること、および累積ひずみの小さい領域での疲労寿命の低下を把握する

ことが重要と考えられることから、図 3に示すように累積ひずみの小さい領域でのデータ
拡充が至近の課題と考えられる。 
  
したがって、至近の計画として以下の条件で累積ひずみ疲労試験を実施する。 

・材料：オーステナイト系ステンレス鋼 

・累積ひずみ：10%未満 

・ひずみ振幅：一次応力制限および一次＋二次応力制限などから地震荷重のみで破損

することは考え難いため、ラチェットを伴わない場合の完全両振り条

件における破断寿命が 100 回以上となるひずみ振幅でなおかつ低サイ

クル領域である 1000回程度までとする。 
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(a) 変動ひずみ試験方法 (b) 累積ひずみ試験方法  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１ 菊川らの変動ひずみ下の低サイクル疲労試験(4) 
（炭素鋼 S10C, S20C, S40C, アルミニウム合金 7075-T6） 

(c) 累積損傷の評価結果 (d) 残留破断延性試験結果 
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図 2 炭素鋼の疲労寿命比 Nf/Nf0と累積ひずみの関係
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図 3 ステンレス鋼の疲労寿命比 Nf/Nf0と累積ひずみの関係

(4),( 6)  
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図 4 316FR鋼の 550℃における単軸ラチェット疲労試験結果(8) 

（疲労寿命比 Nf/Nf0と累積ひずみの関係）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 5 316FR鋼の 550℃における予ひずみを含めたラチェット疲労試験結果(9) 
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 (a) 累積ひずみの与え方 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(b) 試験結果  

 
図 6 316FR鋼の試験温度 550℃における疲労寿命とラチェットひずみを付与する

期間の関係（単軸ラチェット疲労試験）(10) 
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図 7 10サイクル時の累積ひずみに基づくラチェット評価(7)
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６．２ 静的強度に及ぼす繰返し予ひずみの影響 

１．はじめに 

地震荷重を受けた機器の健全性を評価するために、静的強度に及ぼす繰返し予 

ひずみの影響を検討する。 

２．試験方法 
(1) 供試材及び試験片 

供 試 材 は オ ー ス テ ナ イ ト 系 ス テ ン レ ス 鋼 （ SUS316NG ） 、 低 合 金 鋼 

（SFVQ1A）とした。試験片は試験部直径 8 mm の砂時計型試験片（応力集中 

率Ｋt=1.05） (1) を採用した。試験片形状を図 1 に示す。 
(2) 試験方法 

繰返し予ひずみ付与及び予ひずみ付与後の静的強度試験に用いた試験機 
(油圧サーボ疲労試験機：容量 100kN)を図 2 に示す。試験は変位制御で行い、 

ロードセル（L/C）によって荷重を、変位計によって試験片直径を測定した。 

繰返し予ひずみは、繰返し数をパラメータとした一定振幅（4％）とブロック数を 

パラメータとした漸増・漸減振幅（最大 4％）として試験片に付与した。 

３．試験結果 

試験結果の一例として、応力­ひずみ曲線を図 3 及び図 4 に示す。オーステナイト 

系ステンレス鋼(SUS316NG)は繰返し予ひずみに伴う加工硬化が大きく、低合金鋼 
(SFVQ1A)は小さいことが分る。 

繰返し予ひずみが引張強度と真破断延性に及ぼす影響を繰返し予ひずみの疲 

労累積係数で整理した結果を図 5 及び図 6 に示す。オーステナイト系ステンレス鋼 
(SUS316NG)は疲労累積係数の増大とともに、引張強度が約 1.3 倍に上昇、真破 

断延性が約 0.85 倍に低下することが分った。一方、低合金鋼(SFVQ1A)はほとんど 

変化が認められなかった。 

４．まとめ 

静的強度に及ぼす繰返し予ひずみの影響を検討した結果、以下のことが分った。 
(1) オーステナイト系ステンレス鋼(SUS316NG)は、繰返し予ひずみの疲労累積 

係数の増大とともに、引張強度が上昇、真破断延性が低下することが分った。 

しかし、引張強度は約 1.3倍、真破断延性は約 0.85 倍の変化であり、構造強 

度上での有意な変化は認められなかった。 
(2) 低合金鋼(SFVQ1A)は、引張強度、真破断延性に及ぼす繰返し予ひずみの 

影響は、ほとんど認められなかった。 
(3) 飯田らが行った炭素鋼の試験結果 (1) と同様に、オーステナイト系ステンレス鋼、 

低合金鋼において、真破断延性に対する予ひずみがεpre/εf≦0.1 で材料 

強度に及ぼす影響は、工学的に無視し得る程度に小さいことが確認された。 

参考文献 
(1)飯田，鈴木，永井，“引張および圧縮予歪が極低サイクル疲労寿命に及ぼす影 

響”日本造船学会論文集，Vol. 156，（1985），pp. 485­492． 

(a)試験片形状 

(b) 試験片の外観 

図 1 砂時計型引張試験片形状 （ 1 ） 

(a) 試験装置の外観 

(b) 試験片及び直径変位計装着状況 

図 2 試験に用いた油圧サーボ疲労試験機（容量 100kN) 
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図 5 静的強度に及ぼす繰返し予ひずみの影響（SUS316NG） 

(a) 引張強度と予ひずみの疲労累積係数の関係 (b) 真破断延性と予ひずみの疲労累積係数の関係 
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図 6 静的強度に及ぼす繰返し予ひずみの影響（SFVQ1A） 

(a) 引張強度と予ひずみの疲労累積係数の関係 (b) 真破断延性と予ひずみの疲労累積係数の関係



６．３ 疲労強度に及ぼす繰返し予ひずみの影響 

１．はじめに 

地震荷重を受けた機器の健全性を評価するために、疲労強度に及ぼす繰返し予 

ひずみの影響を検討する。 

２．試験方法 
(1) 供試材及び試験片 

供 試 材 は オ ー ス テ ナ イ ト 系 ス テ ン レ ス 鋼 （ SUS316NG ） 、 低 合 金 鋼 

（SFVQ1A）とした。試験片は試験部直径 8 mm の砂時計型試験片（応力集中 

率Ｋt=1.05） (1) を採用した。試験片形状を図 1 に示す。 
(2) 試験方法 

繰返し予ひずみ付与及び予ひずみ付与後の疲労試験に用いた試験機(油圧 

サーボ疲労試験機：容量100kN)を図2に示す。試験は変位制御で行い、ロード 

セル（L/C）によって荷重を、変位計によって試験片直径を測定した。 

繰返し予ひずみは、繰返し数をパラメータとした一定振幅（8，4，2％）とブロッ 

ク数をパラメータとした漸増・漸減振幅（最大 4％）として試験片に付与した。 

３．試験結果 

疲労試験の結果の例を図 3 及び図 4 に示す。図 3,4 にはそれぞれ Manson の予 

測式、設計疲労曲線をあわせて示す。オーステナイト系ステンレス鋼(SUS316NG)、 

低合金鋼(SFVQ1A)ともに予ひずみ無し材の疲労強度（●）は Manson の予測式に 

ほぼ一致する。 

繰返し予ひずみ付与後の低サイクル疲労試験結果も合わせて示す。図中の＋印 

が繰返し予ひずみの条件を、○印が一定振幅繰返し予ひずみ付与後、△印が漸 

増・漸減振幅繰返し予ひずみ付与後の疲労寿命を示す。本試験においてもオース 

テナイト系ステンレス鋼、低合金の疲労試験結果は共に、繰返し予ひずみ付与後の 

設計疲労曲線に対し、十分な寿命裕度が確保されていることが分かった。 

４．まとめ 

疲労強度に及ぼす繰返し予ひずみの影響を検討した結果、以下のことが分った。 
(1) 本試験条件において疲労寿命に及ぼす繰返し予ひずみの影響は小さいこと 

が分った。 
(2) オーステナイト系ステンレス鋼(SUS316NG)、低合金鋼(SFVQ1A)共に設計 

疲労曲線に対し、十分な寿命裕度が確保されていることが確認された。 

(a)試験片形状 

(b) 試験片の外観 

図 1 砂時計型引張試験片形状 

(a) 試験装置の外観 

(b) 試験片及び直径変位計装着状況 

図 2 試験に用いた油圧サーボ疲労試験機（容量 100kN） 
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図 3 繰返し予ひずみ付与後の低サイクル疲労試験結果（SUS316NG） 

(a) 繰返し予ひずみΔεpre＝16％付与 (b) 繰返し予ひずみΔεpre＝8％付与 
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図 4 繰返し予ひずみ付与後の低サイクル疲労試験結果（SFVQ1A） 

(a) 繰返し予ひずみΔεpre＝16％付与 (b) 繰返し予ひずみΔεpre＝8％付与



６．４ 疲労寿命に及ぼす一方向累積ひずみの影響 

１．はじめに 

地震荷重を受けた機器の健全性を評価するために、疲労寿命に及ぼす一方向累 

積ひずみの影響について検討する。 

２．試験方法 
(1) 供試材及び試験片 

供試材はオーステナイト系ステンレス鋼（SUS316L）とする。試験片は試験部 

直径 10 mm の砂時計型試験片を採用する。試験片形状を図 1 に示す。 
(2) 試験方法 

一方向累積ひずみ疲労試験に用いた試験機(油圧サーボ疲労試験機：容量 
100kN)を図 2 に示す。試験は径ひずみ制御で実施し、室温で図３に示すように 

一定の割合で平均ひずみを引張側一方向に与えながら一定振幅の繰返しひず 

みを重畳させる。ひずみ振幅(εa)および平均ひずみ増分(dεm/dN)を試験パラメ 

ータとする。図４に実測したひずみ波形の例を示す。 

３．試験結果 

図５(a)に累積疲労損傷と一方向累積ひずみの関係を示す。試験機関Ａで実施し 

たひずみ振幅εa =2.4%の試験では一方向累積ひずみεf'が 20%程度まで、また、εa 

=1.9%の試験ではεf’=30%程度までは疲労寿命の明瞭な低下は認められない。εa 

=1.0%ではεf’=20%程度で疲労寿命が僅かに低下している。また、試験機関Ｂで実 

施したεa =1.25%における試験結果も同様な傾向を示している。 

図５(b)に延性消耗量Ｄ ｄ と累積疲労損傷 Df の関係を示す。本研究では Dd の小さ 

い領域での試験データを取得することを目標としたため、全体的な傾向は把握でき 

ないが、Dd の Df の関係は線形損傷則に近いようである。 

図６に繰返し加工硬化挙動の例を示す。完全両振り条件下では繰返しの初期に 

大きな加工硬化を生じるが、N=40 回以降は応力振幅がほとんど一定となっている。 

一方向累積ひずみ付与条件下では繰返しの初期に大きな加工硬化を生じ、その後 

も寿命末期まで僅かずつ硬化を続けるが、初期の硬化と比較すると後続の硬化の程 

度は非常に小さい。 

４．まとめ 

一方向に平均ひずみを漸増させた疲労試験の結果、SUS316L 材は室温におい 

て一方向累積ひずみが 10%程度までは疲労寿命の低下がほとんどないことが明ら 

かになった。また、一方向累積ひずみが 20%程度であっても、累積疲労損傷係数は 

繰返し予ひずみ疲労試験により得られている変動の範囲内にあることがわかった。 

図 3 試験のひずみ波形 図 4 実測したひずみ波形の例 

図 5 疲労寿命に及ぼす一方向累積ひずみの影響（SUS316L） 

(a) 累積疲労損傷に及ぼす一方向累積ひずみの影響 (b) 延性消耗と累積疲労損傷の関係 

図 6 繰返し加工硬化挙動の例（SUS316L, εa=2.4%） 

(a) 一方向累積ひずみなし（dεm/dN=0%/cycle） (b) 一方向累積ひずみあり（dεm/dN=0.03%/cycle） 
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(a) 試験片形状 

図 1 砂時計型疲労試験片形状 

(b) 試験片の外観 

(a) 試験装置の外観 

(b) 試験片及び径ひずみ計装着状況 

図 2 試験に用いた油圧サーボ疲労試験機（容量 100kN） 
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７．高経年化関連 

7.1 考慮すべき経年化事象 

表 7-1 に健全性評価の際に考慮すべき可能性がある経年化事象を示す。表に示す事象のうち、材料特 

性の変化を除くと，いずれも荷重を担う機器の断面積を減少させる可能性がある。したがって，これら 

の影響が有意である場合，健全性を評価する際には断面積減少を考慮した評価（応力の割増し等）を行 

う必要がある。また，き裂については，破壊力学的な評価も併せて必要となる。評価方法は，維持・管 

理に関する規格（JSME S NA1-2004）に記載されている。 

以上の評価は，いずれも機器に生じている負荷の大きさ（応力，ひずみ，交番荷重のくり返し数，破 

壊力学パラメータ等）を，機器材料の特性に基づく許容値と比較することにより行う。許容値は建設・ 

設計に関する規格，維持・管理に関する規格を参照して設定することが妥当と思われるが，経年化によ 

り許容値の根拠となっている材料特性（Sy, Su，疲労寿命，K IC 等）が変わる可能性がある場合には、材 

料データの補充や既存の知見を参考に妥当な許容値を設定することとする。 

表 7-1 機器の健全性評価の際に併せて考慮すべき可能性がある事象 

健全性評価の際に考慮すべき事象 

大分類 中分類 小分類 
損傷への影響 

延性低下した材料の不安定破壊， 

脆性破壊 

疲労強度の変化 

強度（Su，Sy）の変化 

地震荷重がもたらした塑 

性ひずみ硬化による材料 

特性の変化 

溶接継手の強度特性変化 

照射硬化，水素脆化，脆性破壊 

疲労強度の変化 

強度（Su，Sy）の変化 

中性子照射や放射性環境 

による材料特性の変化 

照射偏析，鋭敏化 

延性低下した材料の不安定破壊， 

脆性破壊 

疲労強度の変化 

強度（Su，Sy）の変化 

材料特性の変化 

熱時効による材料特性の 

変化 

溶接継手の強度変化 

許容値の変化 

ＳＣＣ 力学因子と環境因子の重 

畳によるき裂 腐食疲労 

力学因子によるき裂 疲労 

溶接残留応力分布の変化 
応力分布の変化 

（塑性による応力再配分） 
予防保全施工による残留応力分布 

の変化 

き裂 

施工不良等によるき裂 溶接欠陥 

・断面積の減少 

・不安定破壊の可能性 
（損傷モードの追加） 

全面腐食 

孔食 
局所腐食 

隙間腐食 

FAC 

ｴﾛｰｼﾞｮﾝ 

減肉 

過大な変形に伴う薄肉化 

・断面積の減少 

・固有値の変化 (減肉 

が著しい場合) 

・漏えい
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８.その他 

８．１ タンクの座屈解析 

新潟県中越沖地震後の設備点検において、これまでに耐震A、Asクラスの機器には外見上の損 

傷は認められていない。一方、耐震Ｃクラスであるろ過水タンク、純水タンクの一部には座屈等 

損傷が観測された。座屈や崩壊等、外見から容易に識別しうるほど大規模な変形を伴った構造物 

の損傷現象を評価・検討することは、当該事象の再発防止のみならず、発電用原子力設備の構造 

強度評価技術に関する知見の拡充という意義においても重要性が高い。以上の観点に基づき、ろ 

過水タンクの座屈に関する調査検討を行った。 

3 次元の動的解析の結果、最大加速度が負荷された直後に、急激に変位が増加し、象脚座屈が 

生じたことが確認された。 引き続き、 耐震Asクラス相当で設計された軽油タンクについても解析 

を実施し、比較検討を行う。
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９．まとめ 
2007 年 7 月 16 日に発生した中越沖地震により設計時に想定された加速度を上回る地震 

動を受けた原子炉機器の健全性評価に関する検討を実施した。これまでの主たる検討結果 

を以下に示す。 

９．１ 点検・検査に関する基本的考え方 

地震荷重を受けた機器の点検・検査（設備点検）は、地震応答解析と共に、機器の健全 

性評価方法の一つとして位置づけた。 

設備点検は、各設備に共通的に実施する目視点検等の『基本点検』、および基本点検の 

結果や地震応答解析結果等に応じて実施する非破壊試験等の『追加点検』からなる。追加 

点検については、想定される損傷モードとして『変形』と『割れ』をあげ、それぞれに対 

する点検方法を提案した。また、設備点検実施にあたり遵守すべき基準等を明記するとと 

もに、点検・評価者に必要とされる資格、力量について言及した。 

地震後の健全性評価の一環として、局所的な微小ひずみの測定方法についても検討を実 

施した。検討においては、実プラントでの作業性も含めた各手法の適用性評価を実施する 

とともに、塑性変形を与えた試験片を用いて試験を実施し、適用手法の絞込みを行った。 

その結果、硬さ測定を主とし、音速比法を併用する方法を提案した。 

地震後の機器・配管の健全性を確認するためのサンプル調査を目的に、非破壊検査及び 

材料試験等で実施する点検対象部位の選定を行なうとともに、検査結果の判定基準につい 

ても示した。 

９・２ 評価に関する基本的考え方 

地震応答解析結果に基づく地震荷重を受けた機器の評価として、 「発生した地震に対 

する機器の評価」と継続使用のための「将来発生の可能性がある地震に対する機器の評価」 

という観点から、「現状の健全性評価」と「将来の安全性評価」について、それぞれの評価基 

準となる考え方を整理した。それぞれの評価基準に対しては、「原子力発電所耐震設計技術 

指針 JEAG4601」の許容応力状態Ⅲ Ａ ＳおよびⅣ Ａ Ｓを適用することを基本とした。また最新 

の知見を反映した、許容応力状態Ⅲ Ａ ＳおよびⅣ Ａ Ｓと同等の国内外の基準を準用できるこ 

ととした。 

地震荷重を受けた機器の継続使用にあたっては、「現状の機器の健全性」、「将来発生の 

可能性がある地震に対する安全性」評価結果を基に判断することとした。 

評価基準に検討結果を、「A,As(クラス１機器)の健全性検討フローチャート」にまとめた。 

９．３ 材料強度評価の方針 

地震荷重を受けた材料の強度、特に疲労強度に対する評価を対象に材料強度の評価を検 

討した。検討では、地震荷重により発生した繰返し予ひずみが材料強度、疲労強度に及ぼ 

す影響を確認するとともに、疲労強度におよぼす累積ひずみの影響について検討した。 

検討の結果、中越沖地震で発生したものよりはるかに大きい繰返し予ひずみを与えても 

材料強度に顕著な変化は認められなかった。また、中越沖地震よりも非常に過酷な疲労累 

積係数となる繰返しひずみを与えても、オーステナイト系ステンレス鋼及びフェライト鋼 

の疲労寿命に顕著な変化は認められなかった。さらに、SUS316L 鋼の累積ひずみ疲労試験 

の結果、累積ひずみが 10％程度あっても疲労寿命への影響は認められなかった。 

以上の結果より、中越沖地震の交番荷重による材料強度への影響はほとんどなく、設計
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疲労線図に基づいて累積疲労係数を評価することによって、機器の疲労寿命は十分な裕度 

をもって評価することが可能である。 

９．４ 高経年化事象への対応 

地震後機器の健全性評価で考慮すべき経年化事象を抽出し、地震による損傷への影響に 

ついて整理した。その結果、健全性評価に関係する経年化事象は、材料特性の変化を考慮 

すべき事象、減肉やき裂などの損傷を考慮すべき事象とに大別できる。今後、既存の知見 

の調査とともに実機材の調査や材料試験を行い、経年化事象に関する評価を踏まえて、中 

越沖地震後の健全性評価について検討を進める予定である。 

９．５ 地震により損傷した機器の解析 

発電用原子力設備の構造強度評価技術に関する知見を拡充し、耐震対策などに活かすた 

めに、中越沖地震で象脚座屈が発生した耐震設計クラス C のろ過水タンクについて、損傷 

解析を実施した。その結果、象脚座屈が地震による入力加速度の大きな時刻に呼応して発 

生していた。今後、さらに座屈の生じていないタンクの解析を行い、地震によるタンクの 

損傷要因の分析を行なうとともに、耐震対策などに活用する。 

９．６ 中越沖地震に対する見解 
7 号機に関する地震応答解析について、一次応力の評価に加え、疲労評価や制御棒挿入時 

刻に関する分析、原子炉隔離時冷却系ポンプ基礎ボルトの発生応力の評価などについて検 

討を行ない、解析結果では中越沖地震では機器に影響を及ぼすような損傷が生じていない 

ことを確認した。また材料試験の結果より、中越沖地震の影響を加味しても、機器の疲労 

寿命は十分な裕度を有していることを確認した。 

９．７ 今後の検討事項 

本報告書は委員会のこれまでの検討結果を中間報告としてまとめたものであり、本委員 

会では、中越沖地震の影響評価について、今後も検討を継続する。また継続にあたり、新 

たに下記の観点からの検討を追加することとする。 

① 新評価基準 

本報告書では、最新の知見を反映した国内外の規格を準用できることとしたが、 

これらの規格の基になったデータや考え方を精査し、健全性評価あるいは安全性評 

価のための新たな基準の作成について検討する。 

② 配管減衰定数 

「原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601」の改訂版において、配管の減衰定 

数に関する最新の知見が採用される予定であり、また柏崎刈羽原子力発電所の機器 

の地震応答解析でもその値が採用されている。これらの値は、実験によって得られ 

た知見を基に決定されているが、配管によっては減衰定数として非常に大きな保守 

性を有する値が採用されている。そのため、減衰定数に起因する裕度などを検討す 

る。 

③ 原子炉本体基礎応答解析の合理化 

建屋解析モデルの非線形化に伴い、機器側コンクリート構造物も建屋にあわせた 

非線形解析の適用について検討する必要がある。そこで既往の研究で実験結果が得 

られている原子炉本体基礎部への非線形解析の適用について検討する。
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